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Ⅰ．2017 年度生活クラブ運動グループ福祉事業実績の概要 

１．福祉事業実績 

１）福祉・子育て関連事業 

・2017 年度生活クラブ運動グループによる年間総事業高は約 53 億 6 千万円であり、前年度実績比は

100％でした。福祉事業高は微増、子育て関連事業高は若干減少しています。＜表１＞ 

・事業高構成比は、福祉事業 86％、子育て関連事業 14％となっています。 

・生活クラブは、小規模多機能型居宅介護施設を新設したことや、保育事業の利用増を要因とし、事

業高が前年比 110.3％と伸長しています。 

２）福祉事業の内訳 

・福祉事業年間総事業高は約 46 億円であり、その内訳は公的制度事業約 35 億 7 千万円、自主事業

（制度外のコミ・オプ福祉事業）9 億 2 千万円、障害総合支援法事業約 1 億２千万円です。構成比

は、公的制度事業 77.4％、自主事業 20.0％、障害総合支援法事業 2.6％で、前年とほぼ同様となっ

ています。＜表 2＞ 

・福祉事業高の前年比は 100.3％であり、総合事業が本格稼働し、また介護報酬の減額が進む中での

積極的な取組や対応の結果と言えるでしょう。その中でも特に、自主事業の家事介護サービスが前

年比 109.4％と伸長しており、特記すべきことでしょう。＜表 3＞ 

・福祉事業全体では登録利用者数は減少していますが、W.Co メンバー数は微増しています。 

 

２．総合事業調査＜表 10～12＞ 

１）調査概要 

・52 事業所から回答がありました。実施事業は訪問 36 事業所、通所 18 事業所、一般介護予防（通

いの場）1 事業所、計 55 事業所（複数事業実施）です。前年の 61 事業所に比べ回答数が若干減

少（前年は「意向調査」を含むため回答多数、今回は実施事業所からの回答が主）しています

が、事業実施の割合は訪問 7 割、通所 4 割でほぼ前年と同様でした。 

２）訪問型の概要 

・実施事業所数は前年調査の 70 事業に対して 59 事業でした。 

・利用人数は、前年の 825 人に対して 849 人であり、前年比 102.9％と増加しています。このこと

から、採算性を重視する大規模事業所等（運動グループ外）によるサービス提供の抑制が進む中

で、これまでの介護保険事業の利用者や新たな地域のニーズに応えようと、運動グループの W.Co

等による対応の積極的工夫が見えてきます。 

・サービスＢが 1 事業所であらたに開始されました。 

３）通所型の概要 

 ・「現行相当」は 17 事業所で実施しており、利用者は 340 人と昨年（93 人）に比べ大幅に増えて

います。要介護から要支援に移行した方や、他の事業所で受け入れされない要支援者が増えてい

ると推測されます。 

・「サービスＡ」を実施しているのは 1 事業所ですが、利用者はありませんでした。 

・「サービスＢ」については、検討中が 1 事業所です。 

・「一般介護予防(通いの場)」の実施は１事業所でした。(平塚市) 
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３．「居場所・サロン」調査＜表 13～16＞ 

 ・2016年度調査の回答は 29団体 55企画でしたが、2017年度調査では 46団体、95企画に「居場所・

サロン」の活動が広がっています。 

 ・46団体（95企画)からのデータでは、福祉クラブの W.Coによる「居場所・サロン」実施の実態把

握が進んだだけではなく、これまで実施してきている団体による、新たな企画開催が見られまし

た。 

 ・今回の調査では、地域の中で自治会や地域ケアプラザ等、他団体との連携・協力による開催に加え、

W.Co間の連携等を通じた企画開催が増えており、地域連携が一歩進んでいると捉えられます。ボ

ランティアや W.Coメンバー（ＯＢ）による運営参加は見られますが、地域住民による自主的な参

加は現状では一部に止まっています。 

 

４．コミ・オプ福祉の地域連携等に関する調査＜表 17～19＞ 

１）生活クラブ運動グループやボランティア等との地域での連携 

・27団体中 20団体が何らかの連携がありとの回答であり、約 75％にのぼっています。 

・連携の種類としては、会議等への参加を通じた情報共有・交流等 31％と一番多く、次いで市民ボラ

ンティアの連携 25％、政策連携 22％、イベント等を通じた活動連携 19%、となっています。活動連

携の中では、地域の W.Co間の連携による相談窓口の開設や他のコミ・オプ事業の紹介、居場所(こ

ども食堂等)の開催、また、広場事業運営の他団体への業務委託（親と子のふれあい広場）があげら

れていて、地域連携の広がりを見せています。 

２）政策提案活動関連より 

・27団体中 16団体から回答があり、政策提案の具体的内容に関しては 11団体からありました。具体

性をもった内容が寄せられた団体は、運動グループによる日常的な連携がある、と答えているエリ

アに多い傾向があります。 

・政策提案の半数は高齢者福祉関連でした。次いで子育て・保育・学童関連、「居場所」、その他の順

です。 

・自治体の個別の政策・制度に関する提案内容もありますが、「総合事業」全般にかかわる福祉人材

育成、在宅生活を支えるサービスの充実等の意見が多くあげられています。また子育て関連や

「居場所」に関しては、内容が共通する提案内容が多く出されています。 

 

５．日本生活協同組合連合会並びに神奈川県内 6 単協と生活クラブ運動グループの実績比較 

＜表 20～22＞ 

１）日本生協連 

・2017 年度福祉事業実績の集約は 44 単協であり、すべての事業で前年を上回り総事業高は約 209

億円、前年比 104.8%となっています。 

２）県内 6 単協 

・福祉事業合計は約 37 億 6 千万円であり、「通所」、「高齢者住宅」、「その他」(自主事業・地域包括支

援センター・子育て支援)以外の事業で前年を上回り、福祉事業全体では前年比 101.2％となってい

ます。 

３）生活クラブ運動グループ 

・運動グループ 3 団体（生活クラブ生協・福祉クラブ生協・W.Co 連合会）の福祉事業高は 32 億 9 千
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万円、新規施設開設等により前年比は 101.4%でした。 

・サービス事業別の構成比では、神奈川の運動グループは自主事業を含む“その他”が一番高く 29.3％

です。他生協と比較すると、“その他”の構成比が際立って高くなっているところに、制度によらな

い自主事業のウエイトの大きさが示されています。神奈川の運動グループによる市民同士の「お互

いさまの助けあい」を理念に介護保険開始前から実践してきている運動の歴史性と、市民活動領域

との重なりとパートナーシップという先駆性・オルタナティブに特徴がよく表れていると言えます。 

・日本生協連全体の事業高に占める運動グループ（いきいき福祉会を除く）の事業高は、日本生協連

44 単協の約 209 億円の 15.7％(2015 年度：18.5％、2016 年度：16.2％)、約 7 分の１に相当しま

す。 
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Ⅱ．2017 年度生活クラブ運動グループ福祉事業実績報告 

１．2017 年度生活クラブ運動グループ福祉事業実績 

 

１）調査概要 

（１）目的 

生活クラブ運動グループ諸団体による参加型福祉の事業に関する全体像の把握を目的に、実績集約を 

行い報告書をまとめました。生活クラブ運動グループでは、介護保険制度の開始前から生活支援サー 

ビス（コミ・オプ福祉）事業を展開してきていることが、その事業活動の大きな特徴です。「その人 

らしく」を支える生活福祉の拡充には、生活支援ニーズへの対応力を高めていくことが欠かせません。 

2016年度の事業実績報告の取りまとめに当たっては、地域で生活支援事業を豊かに展開していくに 

は運動グループによる連携が不可欠であり、その具体化をめざし諸団体による組織的な検討に向け 

て提言を行いました。2017 年度調査では「居場所・サロン」ならびに「総合事業」に関する調査を継 

続するとともに、これまでの調査に加え、地域でのコミ･オプ福祉事業の相互連携に関する実態把握 

や、市民政策提案活動にかかわる現状や課題点等の共有化を進め、各団体・組織における点検･評価に 

つなげることをめざしました。 

（２）2017年度調査の種類と主な変更点 

・「居場所・サロン」調査は、W.Co連合会「暮らしまち協議会」構成団体の一部、W.Co協会も初めて対 

象に加え実施しました。 

・「総合事業」（介護予防・日常生活支援総合事業）に関しては、2016 年度の実施状況に合わせて一部 

調査項目を簡便化し、今後の取組みに向けた課題整理を目的に調査を行いました。 

・地域におけるコミ･オプ福祉事業の相互連携の実態を把握するとともに、地域課題や「政策提案」等 

に関する取組みの共有化と点検・評価につなげるために、追加的調査として「コミ・オプ福祉の相 

互連携」等に関する調査を実施しました。 

（３）調査概要 

①福祉事業実績 

目  的：基本となる事業種類は、制度事業、コミ・オプ事業、障害者福祉、子育て関連に区分し調

査しました。特にコミ・オプ事業に着目し全体像の把握を行い、各団体・組織における点

検・評価につなげることをめざしました。 

 対  象：生活クラブ生協、福祉クラブ生協、（社福）いきいき福祉会、W.Co 連合会の４団体。 

集約方法：生活クラブ生協、(社福)いきいき福祉会は、従来より使用している集約表を用い、福祉ク    

ラブ生協は総代会資料、W.Co連合会は｢2017年度版神奈川ワーカーズ・コレクティブ実態

調査報告書｣のデータを用いました。 

事業業種数：生活クラブは小規模多機能型居宅介護施設の新設、福祉クラブでは小規模多機能型居宅介護

施設の新設、障害福祉サービスの取り組み増、W.Co 連合会では保育 W.Co 組織の加入等があり

調査数が増え、合計で 374 業種でした。事業業種数の変遷は以下のとおりです。 

   

       

 

＊事業により介護保険、自主事業等に分かれているため延べ事業業種数を記載 

 

生活クラブ生協 福祉クラブ生協 いきいき福祉会 W.Co連合会 合計
２０１７年度 23 142 34 175 374
２０１６年度 20 130 33 170 353
２０１５年度 19 127 30 199 375
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②総合事業調査の概要 

目  的：総合事業は 2017 年度より本格実施となりましたが、現状は各自治体により実施事業に差

異が生じています。（「実施状況表」ｐ19）2016 年度調査では運動グループによる取り組み

がなかなか進んでいない実情が見えました。2017 年度の実施状況については実態に合わ

せて調査項目を一部整理し、取り組みの現状と課題を共有します。 

対  象：生活クラブ生協、福祉クラブ生協、（社福）いきいき福祉会、在宅福祉関連の W.Co(住まい

型関連・保育を除く)、 

 集約方法：生活クラブ生協、福祉クラブ生協、(社福)いきいき福祉会については、各組織の本部を通

じて集約。W.Co 組織は参加型福祉研究センターより別紙（「調査票」ｐ51）にて調査。個

別にメール配信し、メールにて集約。 

特  徴：調査対象は 52 事業所であり、事業業種は訪問 36 事業所、通所 18 事業所、一般介護予防

1 事業所でした。昨年は「意向調査」も含んでいたため回答は多数でしたが、今回は実施

事業所からの回答が多くありました。 

③居場所・サロン調査の概要 

目  的：地域のニーズに対応し問題解決のために有効性の高い住民参加型の活動である居場所・サ

ロンですが、一部の行政委託等を除いて、事業活動の継続性には困難が伴い、持続可能性

を高めていくための課題として、ヒト（運営スタッフ)、モノ(場所）、カネ（財源）にかか

わる課題が前年に引き続き浮かび上がっています。運営スタッフ、場所（物）、財源等につ

いて、運動グループ諸団体が互いの資源を持ちより活かしあえる運営と連携の具体化をめ

ざし、2016年度報告書では提言を行いました。2017年度は、居場所活動の広がりや連携・

財源等に関する継続的な把握・共有をとおして、地域での市民参加による「お互いさまの

たすけあい」の基盤でもある「居場所・サロン」の促進につなげていくことをめざしまし

た。 

対  象：福祉クラブ生協、W.Co協会、（社福）いきいき福祉会、在宅福祉(居宅介護支援事業除く)W.Co、

暮らしまち協議会の一部(生活文化・食文化)、 

＊生活リハビリクラブ(生活クラブ)の委託 W.Co 関連のデータは、W.Co 連合会の実績に含む。 

集約方法：福祉クラブ生協、(社福)いきいき福祉会については、各組織の本部を通じて集約。W.Co 組

織は参加型福祉研究センターより直接別紙（ｐ52）にて調査。メール配信し、メールにて

集約。 

回答数：W.Co調査は在宅福祉協議会（77）と暮らしまち協議会の一部（13）を対象とし、合計 90W.Co

に依頼し 70W.Co から提出がありました。 

特  徴： 

・福祉クラブに関しては、2016年度版は、福祉クラブ生協事業実績に基づき集約しました

が、2017年度版では「地域協議会」等を基盤とする取組みも加えて調査を行い、新たに

21企画の開催が確認できました。 

・W.Co連合会に関しては、調査対象部門を暮らしまち協議会の一部にまで広げて実施しま

した。回収率は 77.8％でした。 

・全体をとおして、回答のあった 73団体（W.Co70・福祉クラブ・いきいき福祉会・W.Co協

会）のうち「居場所・サロン」を実施しているのは 46団体、95企画であり（昨年調査で

は 29団体、55企画）、「居場所・サロン」の実施率は 63％と 6割を超えました。(2016年



10 

 

度調査 51.8％) 

④コミ・オプ福祉の相互連携等に関する調査の概要 

目  的：2016 年度版調査では、課題整理のために対象とする W.Co を特定し、コミ・オプ事業の 3

年間の推移について調査しましたが、必要性が増す生活支援サービスの豊富化や生活支援

活動の新たな担い手づくりの具体化が多くの W.Co で課題となっていました。生活支援サ

ービスを地域で豊かに展開していくには、運動グループによる会議等を通じた情報や地域

課題の共有にとどまらず、事業活動面での連携が不可欠であり、運動グループ間の組織的

な対応の促進に向けて提言を行いました。2017 年度調査は、地域でのコミ･オプ福祉事業

活動と連携の実態を把握するとともに、地域課題や政策提案活動等にかかわる共有化を進

め、点検・評価につなげていくことをめざしました。 

対  象：福祉クラブ生協、、（社福）いきいき福祉会、在宅福祉関連の W.Co(居宅介護支援除く) 

集約方法：福祉クラブ生協、(社福)いきいき福祉会については、各組織の本部を通じて集約。W.Co組

織は研究センターより別紙（ｐ53）で調査。個別にメール配信し、メールにて集約。 

 回答 数：W.Co調査は 80W.Co に依頼し、27W.Coから提出がありました。 

特  徴：回答数の多いエリアでは、運動グループ間で何らか連携の実態があると答えており、政策

提案に関しても日常的な連携があるエリアからの回答が多くありました。 

 

２）生活クラブ運動グループによる福祉事業実績 

（１）全体状況   

①福祉・子育関連事業合計                         ＜表１＞（単位：円） 

 

＊メンバー数：生活クラブ・福祉クラブ・W.Co 連合会は W.Co メンバー数、いきいき福祉会はアルバイト・派遣を含んだ職員数 

・2017 年度生活クラブ運動グループによる年間総事業高は約 53.6 億円であり、前年比 100％でした。

福祉事業高は微増、子育て関連事業高は減少しています。 

・構成比は、福祉事業 86％、子育て関連事業 14％となっています。 

○生活クラブは、小規模多機能型居宅介護施設を新設したことや保育事業の利用増を要因として事

業高が前年比 110.3％と伸長しました。 

○福祉クラブは、小規模多機能型居宅介護施設の新設や障害者総合支援法に基づく事業(以下障害

福祉サービスという)の取り組み事業所増により福祉事業高は微増でしたが、子育て支援事業実績

が前年を下回ったためトータルで前年比 99.9％でした。 

○(社福)いきいき福祉会は、介護報酬減等により事業高が減少し、前年比 97.6％でした。 

大分類 データ項目 生活クラブ 福祉クラブ いきいき福祉会 W.Co連合会 合計 構成比 前年比

福祉事業 利用者人数 1,254 7,440 1,441 5,041 14,803 91.1% 90.1%
メンバー数 313 2,770 302 1,718 5,065 88.6% 100.8%
事業高(円） 482,067,000 1,285,616,000 1,367,881,000 1,475,035,103 4,613,528,103 86.0% 100.3%

子育て関連 利用者人数 30 1,050 1,080 6.6% 105.3%
事業 メンバー数 27 211 377 615 10.8% 93.8%

事業高(円） 70,745,000 44,047,000 634,840,863 749,632,863 14.0% 97.9%

総計 利用者人数 1,284 8,490 1,441 5,041 16,256 100.0% 93.1%
メンバー数 340 2,981 302 2,095 5,718 100.0% 100.7%
事業高(円） 552,812,000 1,329,663,000 1,367,881,000 2,109,875,966 5,363,160,966 100.0% 100.0%

前年比 110.3% 99.9% 97.6% 99.0% 100.0%

構成比 10.3% 24.8% 25.5% 39.3% 100.0%
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○W.Co 連合会は保育関連等の W.Co 組織の加入（3 団体)がありました。総合事業の本格稼働の影

響が主な要因となり事業高が約 2 千万円減少し、前年比 99.0％となっています。 

②福祉事業の内訳                            ＜表２＞（単位：円） 

 

・子育て関連事業を除いた福祉事業年間総事業高は約 46 億円となり、その内訳は公的制度事業約 35 億

7 千万円、自主事業（制度外）9 億 2 千万円、障害福祉サービス事業 1 億２千万円です。事業構成は、

公的制度事業 77.4％、自主事業 20.0％、障害福祉サービス事業 2.6％で、前年とほぼ同様となってい

ます。 

・福祉総事業高は運動グループ全体で前年比 100.3％でした。障害福祉サービス事業は取り組み事業所

増により前年比 113.1％、自主事業も 100.5％と前年を上回っています。 

              

（２）生活支援サービス（自主事業）の状況                      ＜表３＞ 

①全体状況 

・自主事業の事業高内訳は、食事サービスが 3.7 億 

円で、全体の約 6 割を占めています。 

次いで移動サービス約 1 億 5 千万円、家事介護 

1 億 4 千万円と続きます。 

・居場所（福祉クラブ生協サロン事業）を除き全事 

業で前年を上回っています。介護保険の利用制限が 

進む中で、特に家事介護と福祉用具が伸長しています。 

②移動サービスの状況                               ＜表４＞ 

・移動サービスの総事業高は約 1 億 5 千 3 百万円で、 

その内訳として補助・助成を受けている団体は 31 

団体中 10 団体で、その額は約 700 万円でした。 

・自主事業の前年対比では 105%と伸長していますが 

助成・補助金は 47.9％と半減しています。 

・自主事業の伸長は、高齢者の独居や夫婦二人世帯 

及び認知症の増加という背景があり、通院時の付 

き添いや送迎を含めた移動サービスへのニーズが高まっていると捉えられます。 

・福祉有償運送の件数は 68,389 件（福祉クラブ有償件数は登録者数で計上）、1 ヶ月平均では 5,699 件、

1 日平均では 187 件稼働している状況です。前年比では 114.2％と伸長しています。 

・助成・補助収入は昨年より半減し、総事業高に占める割合が 4.6％と前年比 5 ポイント低下しました。

大分類 データ項目 生活クラブ 福祉クラブ いきいき福祉会 W.Co連合会 合計 構成比 前年比
公的制度事業 利用者人数 1,248 3,653 1,368 3,011 9,280 62.7% 90.0%

メンバー数 313 1,472 281 1,252 3,318 65.5% 103.1%
事業高(円） 482,067,000 864,204,000 1,320,256,000 904,029,112 3,570,556,112 77.4% 99.9%

自主事業 利用者人数 3,360 73 1,802 5,235 35.4% 89.5%
（制度外事業） メンバー数 679 21 466 1,166 23.0% 97.3%

事業高(円） 397,817,000 47,625,000 478,659,879 924,101,879 20.0% 100.5%
障害福祉 利用者人数 6 54 訪問に含む 228 288 1.9% 102.1%
サービス メンバー数 0 581 訪問に含む 訪問に含む 581 11.5% 95.4%

事業高(円） 訪問に含む 23,595,000 2,929,000 92,346,112 118,870,112 2.6% 113.1%

福祉事業 利用者人数 1,254 7,440 1,441 5,041 14,803 100.0% 90.1%
メンバー数 313 2,770 302 1,718 5,065 100.0% 100.8%
事業高(円） 482,067,000 1,285,616,000 1,367,881,000 1,475,035,103 4,613,528,103 100.0% 100.3%

前年比 109.0% 100.3% 97.6% 100.2% 100.3%

 

中分類 小分類 事業高 前年比
自主事業 家事介護 140,308,053 109.4%
(単位：円） 食事サービス 375,481,483 101.8%

移動サービス 146,717,840 105.0%
居場所 1,937,000 93.2%
福祉用具 14,672,000 111.2%
合計 679,116,376 104.1%

＊住まい生活支援、賃貸事業、成年後見事業は含まず
＊食事、移動には行政委託含まず
＊居場所は、福祉クラブ生協サロン事業のみ

 

移動サービス
(単位：円） 自主事業 助成・補助

W.Co連合会 114,623,343 112,356,840 2,266,503 50,281
福祉クラブ 39,213,000 34,361,000 4,852,000 18,108

合計 153,836,343 146,717,840 7,118,503 68,389

構成比 100.0% 95.4% 4.6%
前年比 99.5% 105.0% 47.9%
福祉有償運送件数 福祉クラブについては、利用者登録数×12ケ月で計上

総事業高
事業高内訳 福祉有償運送

件数
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助成の額は 1 団体年間 10 万円程度で、相応の補助金を受けているのは２団体です。ニーズに寄り添

い在宅生活を下支えする、移動サービスのセーフティーネットとしての役割や価値に対する社会的認

知や位置付けがまだまだ低いのが実態と言えるでしょう。 

③食事サービスの状況                               ＜表-5＞ 

                                                                     

・食事サービス(配食・施設食事提供・その他)は 19 団体が実施しており、総事業高は約 4 億 4 千万円

です。その内、行政委託を受けている団体は 12 団体で、受託事業高は約 6 億 5 千万円です。                                                                                                                                                                                                                                                                                 

・前年比は自主事業（配食・デイサービス等施設食・惣菜等）で 101.8％と伸長し、行政委託事業は低

下しています。居宅介護支援事業へのアプローチやデイサービス等の施設に食事を提供する等によ

り、利用者の口コミが広がり自主の配食事業は伸びています。                                                                                                                                           

・配食数の内訳では自主事業の比率（72.6％）が圧倒的に高くなっていますが、「食」は生命の根源であ

り、見守り等を含む食事サービスへの社会的評価や認知、位置づけは充分に高まっているとは言えま

せん。 

・配食を行っている 14 事業所では、年間 247,336 食（入力があった食数で集計）、1 ヶ月平均 20,611

食、1 日平均 678 食提供しています。事業所ごとの 1 日平均では 48.4 食届けている状況です。 

 

（３）介護保険事業の事業種別内訳（行政委託事業及び障害福祉サービス除く）    ＜表-6＞ 

 

・行政委託を除いた介護保険の総事業高は、前年比 100.1％と制度事業の抑制が進む中で前年実績を維

持しました。 

・訪問介護、通所介護、居宅介護支援事業などの居宅サービス事業高計は 24 億円で、介護保険事業全

体の約 72％を占めており、在宅生活を支えることを基本とする、運動グループの事業活動の特徴が表

れています。前年比では、居宅サービスと福祉用具が減少、地域密着型事業が前年を大きく上回りま

した。 

・居宅サービスの内、居宅介護支援(ケアプラン作成)事業高は約 4 億 6 千万円、構成比 19％で前年より

0.5 ポイント伸長しています。 

・地域密着型サービスは、これまではいきいき福祉会と W.Co が事業主体であるグループホームやサテ

ライト特養、小規模デイサービスなどでしたが、生活クラブと福祉クラブによる小規模多機能型居宅

食事サービス
(単位：円） 自主事業 行政委託 自主事業 行政委託

福祉クラブ 168,079,000 133,852,000 34,227,000 80,184 37,502 117,686
いきいき福祉会 10,484,000 6,347,000 4,137,000 0 4,409 4,409
W.Co連合会 261,095,073 235,282,483 25,812,590 99,303 25,938 125,241

合計 439,658,073 375,481,483 64,176,590 179,487 67,849 247,336
前年比 98.4% 101.8% 82.3% 92.5% 81.3% 89.2%
構成比 100.0% 85.4% 14.6% 72.6% 27.4% 100.0%

総事業高
総事業高内訳 配食数内訳

配食合計数

会員団体 居宅サービス 施設サービス 地域密着型事業 福祉用具 合計 構成比 前年比
生活クラブ 420,277,000 0 22,189,000 442,466,000 13.2% 109.1%
福祉クラブ 778,099,000 0 3,679,000 48,199,000 829,977,000 24.8% 100.6%
（社福）いきいき福祉会 398,953,000 649,305,000 167,895,000 0 1,216,153,000 36.4% 97.2%
神奈川W.Co連合会 793,267,338 58,136,592 0 851,403,930 25.5% 99.5%

合計 2,390,596,338 649,305,000 251,899,592 48,199,000 3,339,999,930 100.0% 100.1%
前年比 98.6% 100.9% 115.3% 96.9% 100.1%
構成比 71.6% 19.4% 7.5% 1.4% 100.0%

＊居宅サービス：訪問介護、通所介護、居宅介護支援、短期入所

＊施設サービス：特別養護老人ホーム

＊地域密着サービス：グループホーム、認知症対応型通所、サテライト特養、夜間対応型訪問介護、定期巡回随時対応型訪問介護看護

　小規模多機能型居宅介護
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介護事業所の新設があり、全体の構成比は 7.5％と昨年より 1 ポイント伸長しました。 

 

（４）訪問系サービス時間と事業高                         ＜表-7＞ 

 

･自主事業（制度外）の生活支援サービス（家事介護）と、制度事業（介護保険、行政委託、障害福祉サ

ービス）の事業高や活動時間の割合比は以下のとおりです。 

 ＜事 業 高＞生活支援サービス：制度事業＝13：87 

 ＜活動時間数＞生活支援サービス：制度事業＝28：72 

・訪問系サービスの総事業高は前年比 99.3％と微減しています。その内自主事業と制度事業の内訳は

13：87(前年 11.9：88.1)であり、自主事業の比率が増加しましたが、構成比では圧倒的に制度事業の

割合が高くなっています 

・1 時間当りの報酬単価（事業高）は、制度事業の訪問介護 3,493 円、障害福祉サービス 3,494 円、行

政委託 2,218 円であり、訪問介護と障害舎総合支援法事業の単価がほぼ同額でした。自主事業の家事

介護の実績は 1,355 円です。 

・家事介護の報酬単価は前年の実績と比較して 128 円増加しました。事業高が前年を上回っていること

は、地域の中で制度事業の利用制限が進み、大規模事業所等（運動グループ外）による経営重視（「要

支援」利用の抑制等）の姿勢が強まる中で、「たすけあい」を原理とする W.Co による事業活動の価値

の浸透と、各事業主体(W.Co)による積極的対応の表れと捉えられます。 

・活動時間に占める訪問系サービスの割合は約 3 割ですが、事業高では 1 割強という実態です。 

・2016 年度の報告書では、家事介護事業高が漸減しその要因として、介護保険制度の改定を受け利用の

抑制が進んでいると分析しました。2017 年度実績では家事介護事業と障害福祉サービスが大きく伸

長しているのは、介護保険制度改定の影響により、地域で「制度あって、介護なし」という状況の顕

在化が進んでおり、だれもが福祉サービスからこぼれ落ちることのないように、増大するニーズにど

のように対応していくのか、今後に向けた方向性を運動グループ全体で検討し、具体化していくこと

が求められていると言えるでしょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績(円） 前年比 構成比
制度外事業と制度

内事業の内訳
実績(ｈ） 前年比 構成比

制度外事業と制度

内事業の内訳

時間当たり単

価（円）

生活支援サービス 家事介護（子育て支援含む） 140,308,053 109.4% 13.1% 13.1% 103,545 99.0% 27.8% 27.8% 1,355
介護保険 訪問介護 807,813,325 96.2% 75.2% 231,245 101.3% 62.2% 3,493
障害福祉サービス 障害居宅介護 118,870,112 113.1% 11.1% 34,017 105.0% 9.1% 3,494
行政委託 家事介護（産後支援含む） 6,892,592 89.1% 0.6% 3,108 87.3% 0.8% 2,218

1,073,884,082 99.3% 100.0% 100.0% 371,915 100.9% 100.0% 100.0% 2,887

86.9% 72.2%
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（５）利用状況（利用者の登録データ集計）                     ＜表-8＞ 

 

＊食事サービスは福祉クラブ生協のみ集計    ＊移動サービスは福祉有償運送サービス利用者のみ集計 

・利用者の割合は、自主事業 35.4％、介護保険事業 62.1％、障害福祉サービスと行政委託 2.5％という

内訳です。自主事業の利用者(2015 年 3793 人→2016 年 5253 人→2017 年 5235 人)は前年に対し微減

ですが、介護保険事業の利用者が（2015 年 10,041 人→2016 年 10,589 人→2017 年 9,568 人）大き

く減少しています。 

・自主事業の利用者の内訳は、移動サービスの利用割合が一番高く 16.3％、次いで食事サービス、家事

介護となっています。 

・介護保険事業高の内訳では居宅介護支援 23.3％と利用割合が一番多く、次いで訪問介護 22.9％、通所

介護 7.6％となっています。 

・自主事業の家事介護と介護保険事業の訪問介護・障害者総合支援の訪問系事業の利用者の割合は全利

用者の 31.7％を占めています。 

 

（６）運営状況（事業業種別メンバー数）                      ＜表９＞ 

 

サービス分類 サービス種類
利用者登録人数

（3月末）
前年比 構成比 備考

自主事業 家事介護 1018 93.3% 6.9%
(制度外事業） 食事サービス 1245 113.3% 8.4%

移動サービス 2416 94.4% 16.3%
居場所 319 110.0% 2.2%
その他 105 138.2% 0.7% 成年後見等
住まい生活支援 94 96.9% 0.6% 住まい支援（特養・有料）
賃貸事業 38 92.7% 0.3% ケア付き住宅

小計 5235 99.7% 35.4%

介護保険 訪問介護 3,395 84.8% 22.9%
通所介護 1,118 90.7% 7.6%
居宅介護支援 3,454 99.9% 23.3%
短期入所 142 93.4% 1.0%
施設サービス 135 100.7% 0.9% 特別養護老人ホーム

地域密着事業 161 128.8% 1.1%
グループホーム、サテライト特養、認知症
対応型通所介護、夜間対応型訪問介護、
定期巡回随時対応型訪問介護・看護

地域支援事業 780 69.3% 5.3% 地域包括支援センター
福祉用具 0 #DIV/0! 0.0% 人数の入力無し

障害福祉サービス 障害福祉サービス 288 102.1% 1.9%
行政委託 行政委託 95 126.7% 0.6% デイサービス・訪問

小計 9,568 90.4% 64.6%

合計 14,803 90.1% 100.0%

サービス分類 サービス種類 メンバー数(人） 前年比 構成比 備考

自主事業 家事介護 19 #DIV/0! 0.4% 訪問介護と兼務のため入力無し
(制度外事業） 食事サービス 330 100.9% 6.5%

移動サービス 606 93.1% 12.0%
居場所 35 97.2% 0.7%
その他 37 115.6% 0.7%
住まい生活支援 132 92.3% 2.6% 住まい支援（特養・有料）
賃貸事業 7 77.8% 0.1% ケア付き住宅

小計 1166 97.3% 23.0%

介護保険 訪問介護 1,889 97.3% 37.3%
通所介護 819 106.1% 16.2%
居宅介護支援 206 109.6% 4.1%
短期入所 9 90.0% 0.2%
施設サービス 153 118.6% 3.0% 特別養護老人ホーム

地域密着事業 136 188.9% 2.7%
グループホーム、サテライト特養、認知症
対応型通所介護、夜間対応型訪問介護、
定期巡回随時対応型訪問介護・看護

地域支援事業 17 106.3% 0.3% 地域包括支援センター

福祉用具 50 100.0% 1.0%

障害福祉サービス 障害福祉サービス 581 95.4% 11.5%
行政委託 行政委託デイ 39 100.0% 0.8% デイサービス

小計 3,899 101.9% 77.0%

合計 5,065 100.8% 100.0%
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・自主事業と介護保険を含む制度事業のメンバー数（従事者）の割合は、23：77 となり、前年と比較す

ると制度事業の比率がいくらか高くなりました。 

・サービス別で見ると、訪問系（家事介護、訪問介護、障害福祉サービス）で活動するメンバーが全体

の 49.2％と半数近くを占めていることから、制度内と制度外を兼務しているメンバーの割合の高さが

読み取れます。次いで通所事業 16.2％、移動サービス 12％であり、昨年同様の状況です。 

・前年のメンバー数は 5,025 人で、前年比 100.8％と微増しています。新設された小規模多機能型居宅

介護施設を含んだ地域密着型事業や施設サービスは増加傾向にあります。 

 

（７）まとめ 

・ここ数年、総事業高は漸減していましたが、小規模多機能型居宅介護施設の新設（2 ヶ所）のや障害

福祉サービスへの取り組み増などにより、福祉事業の事業高は前年を上回りました。 

・福祉事業全体の利用者数は減少していますが、自主事業の食事サービス、介護保険事業の地域密着型

事業で伸長しています。 

・食事サービスや移動サービスでは、行政委託や補助金の実績がこれまで以上に低下しています。一方、

高齢者等の在宅生活を下支えする、見守りも含むセーフティネットとしての役割や価値に対する、社

会的認知や位置づけの改善に向けた共感づくりと社会的アピール（政策提案等）が、引き続く課題と

なっています。 
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２．総合事業調査 

 

 総合事業とは、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体の参画による「たすけあい・ささえあい」

の生活支援活動を基盤に、多様なサービスの充実を図り、提供することを目的とする各基礎自治体が

事業主体である介護予防事業です。要介護に該当しない方、これまでの要支援１・２の方々をはじめ、

地域住民のニーズに柔軟に対応し、利用可能なサービスの種類であり、事業の総称です。 

 

１）調査概要                                 ＜表-１０＞ 

 

・前年は 61 事業所でしたが 52 事業所から回答がありました。前年は将来の「意向」も含めた調査だ

ったため回答が多くありましたが、今回は実施事業所からの回答が主になっています。実施事業は

訪問 36 事業所、通所 18 事業所、一般介護予防 1 の計 55 事業所です。 

 

２）訪問型の概要                         ＜表-１１＞ 

 

 

・実施事業数は、前年の 70 事業に対して 59 事業でした。 

・利用人数は、前年の 825 人に対して 849 人（102.9％）と増加しています。このことから、採算性を

重視する大規模事業所等によるサービス提供の抑制が進む中で、これまでの介護保険利用者や新た

な地域ニーズに応えようとする、運動グループの W.Co による積極的対応が見えてきます。 

・昨年の調査では、「検討中」や「実施せず」という回答が多くありましたが、今年度調査では「申請

予定」が１件でした。各基礎自治体の政策や方向性が定まってきたことから、W.Co も対応を固めつ

つあると思われます。 

・サービスＡについては、申請をしたものの利用者がいない、あるいは月に 1 人というような実態が

あります。また、ニーズがあっても対応する W.Co メンバーがいないというコメントもありました。 

・前年の調査では、サービスＢ・Ｃ・Ｄの実施はありませんでしたが、サービスＢ1 ヶ所、サービスＤ

1 ヶ所が実施されています。 

 ＊サービスＡ：サービス提供側の人員基準を緩和し、より柔軟にニーズに対応する生活援助 

生活リハビリ 福祉クラブ いきいき福祉会 W.Cｏ連合会 計

送付数 6 27 4 50 87

回答数 6 27 4 15 52

実施訪問事業所数 4 20 2 10 36

実施通所事業所数 6 7 2 3 18

一般介護予防実施事業所数 0 0 0 1 1

実施計 10 27 4 14 55

前年実施数 前年利用人数 2017年度実施数 利用人数 未実施 申請予定

現行相当 42 795 34 714

サービスＡ 28 30 23 127 1 1

サービスＢ 0 1 0 1

サービスＤ 0 1 8 1

計 70 825 59 849 3 1
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サービスＢ：住民主体による生活援助活動、サービスＤ：住民主体による移動支援 

  詳細は別紙（ｐ54）参照 

 

３）訪問型の課題（調査のコメントより） 

①サービスＡ 

・無資格のヘルパーに必要な研修に割く時間と経費（ワーク代等）の確保が難しく、W.Co メンバーの 

有資格者が対応しているケースがある。サービスＡの目的に即して、サービスを提供できていない 

現状がある。 

・ニーズがあるのは確認できているが、対応できる W.Co メンバーが足りない。サービス提供者研修受 

講のハードルが低い自治体もあれば、年に数回しか研修受講の機会がないなど、地域により行政の 

施策、対応がさまざまである。 

・サービスＡは身体介護を含まず生活援助のみであるので、介護保険の生活援助と同様に提供時間は

極力 45 分にしたいが、地域包括支援センターなどの理解が得にくく 1 時間で対応しているケースが

ある。サービス内容を検討し基準である 45 分提供としていきたい。10 月からの報酬改定の際、今

後の受け入れについての検討が求められている。 

②サービスＢ 

・サービス提供にあたる人を地域住民に広げたいが、どのように W.Co として広げ受け入れるのかにつ 

いて内部合意やルールづくりの検討が必要。 

・総合事業の利用者にとって、これまでのサービス時間を 60 分→45 分に短縮した理由や、介護保険 

 とは異なりサービスＢ(担い手研修を受けた人）では、資格を持たない別のワーカーが行くことが基 

本となるが、メンバー交代への利用者の理解が得にくい。 

・報酬に関しては、介護保険生活援助（要介護者）と同様のサービスを行っているのに、処遇改善加

算が付かないことが理解しづらい。担い手研修に事業所が負担を負って時間も費やすのは大変だ。

しかし、担い手は近隣住民に声をかけてもなかなか集まらない実情がある。 

・サービスＢの依頼はあるが、なかなか条件が合わずサービスの実施に至っていない。サービスＢで

利用者から求められているのは短時間のゴミ出しがほとんどであり、早朝の訪問は難しい。担い手

を地域住民に広げたいが、地域住民に対する意識化や浸透を図ることは現状では困難だ。 

③サービスＡ・Ｂ・Ｄ（共通） 

・経営面を考えると、実施には二の足を踏んでしまう。それと担い手の不足もある。担い手をまとめ

る側も手探りでは、総合事業の定着化はまだまだ先になるのではないか。 

 

４）通所型の概要                       ＜表-１２＞ 

 

 

前年実施数 前年利用人数 2017実施数 利用人数 検討中

現行相当 22 93 17 340

サービスＡ 2 1 1 0

サービスＢ 0 0 0 0 1

一般介護予防 1 10～20

計 24 94 19 350～360

生活クラブ W.Co連合会 福祉クラブ いきいき福祉会 実施有

現行相当 6 3 6 2 17

サービスＡ 1 1

サービスＢ (1) 0

一般介護予防 1 1

計 7 4 6 2 19

＊サービスＢは検討中
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・現行相当は 17 事業所で実施しており、利用者は約 350 人と昨年に比べ大幅に増えています。要介護 

から要支援に移行した方や、他の事業所で受け入れされない要支援者が増えていると推測されます。 

・サービスＡを実施している事業所は 1 ケ所ですが、利用者はありません。 

・サービスＢの実施については、検討中が 1 ケ所です。 

・一般介護予防(通いの場)を行ってるところは１ヶ所でした。(平塚市) 

 

５）通所型の課題（調査のコメントより） 

①現行相当 

 ・現行相当は報酬単価が低く、要介護者のおよそ 6 割の収入となっている。（横浜市のケース） 

 ・報酬単価の低さと定員数の関係から、自ずと利用受入の制限をせざるをえなくなる現状がある。・ 

・今後は要介護者と合わせた定員数確保を、経営面から考えて判断せざるを得ない。（「付属関連資

料」ｐ20・21） 

③サービスＡ 

 ・施設型で展開するには場所が狭く運営を担う人員の確保ができない等、要件を満たせない。 

④サービスＢ 

 ・サービス提供のための適切な場所の確保と、財源の確保が必要。 

 

６）まとめ 

・住民等の多様な主体が参画し、在宅生活を支えるサービスを充実させる「たすけあい・ささえあい」

を理念を基礎とする事業でありながら、事業者としての参画については、報酬面や担い手研修などに

関するさまざまな課題が見えてきました。 

・訪問型では、サービスの担い手として地域住民を巻き込み広げていくことを含めて、W.Co としての

市民へのメッセージ力の強化とコーディネート力の発揮のあり方について、組織的な検討の必要性が

高まっていると捉えられます。これまでのコミ・オプ福祉の実践力を活かしつつ、さらに地域で住民

同士が自主的な生活支援活動を通じて、共に支え合うコミュニティづくりを進めていくことは、コミ・

オプ福祉を実践してきた W.Co ならではの課題であり、使命と言えるのではないでしょうか。 

・通所型では現行相当もサービスＡも介護保険事業と併せて実施されているため、定員数との関係から

受入れ人数の問題や経営上の課題が挙げられています。採算性を重視する大規模事業所等による利用

の抑制が進み、このまま推移すれば、サービスを受けたくても利用できなくなる高齢者が地域に増え

ていくことが懸念されます。事業主体である自治体への政策提案活動等を通じて、情報提供と課題を

「見える化」していく必要があるでしょう。 

・サービスＢは、そもそも住民参加によるボランタリーな（助けあい）活動に重点を置くものであり、

すでに実施している居場所・サロン等の場を地域づくりのための住民参加の場と位置付け、住民によ

る自主的な運営と自立化を支援することを W.Co 運動の一つの選択肢としていく検討の必要性が、高

まってきているのではないでしょうか。制度に組み込まれるのではなく、本来自主的な市民参加の活

動に対する W.Co 運動としてのアピールと政策・制度を変えていくための発信力の強化という考え方

です。 
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横浜市 川崎市 鎌倉市　 藤沢市 茅ヶ崎市　 相模原市 厚木市 逗子市 葉山町

①訪問介護現行相当 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②訪問型サービスA(緩和） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇

③訪問型サービスB（住民主体） ○（補助事業） ○ 検討 検討中 ○（補助事業） ○（補助事業） 〇(W.Coモデル事業）

④訪問型サービスC（短期集中） ○ 〇(訓練型） ○ ○ ○ 〇

⑤訪問型サービスD（移動支援） ○

①通所介護現行相当 ○ ○（5時間以上） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②通所型サービスA(緩和） ○（5時間未満） ○ ○ ○ 〇

③通所型サービスB（住民主体） ○（補助事業） ○（広告・宣伝のみ） 検討 検討中 ○（補助事業） ○（補助事業）

④通所型サービスC（短期集中） ○ ○ ○ ○ ○ ○

①栄養改善を目的とした配食 ○（補助事業） ○

②住民ボランティア等が行う見守り ○（補助事業） ○

③自立支援に資する生活支援

活動費：年間60万円
通所型サービスＢ：
家賃など人数により
120～240万円

通所：1回あたり1,000円
訪問：買い物や散歩週あ
たり1,000円
　　ゴミ出し週2回で1週あ
たり1,000円
（通所・訪問とも）受け入
れ人数が3人を超えるご
とに1回500円上乗せ

地区限定
訪問：500円×延べ日
数＋四半期に15,000円
通所：500円×延べ利
用者数＋四半期に
20,000円

①介護予防把握事業 訪問面談支援

②介護予防普及啓発事業 いこい元気広場事業等
運動・栄養・口腔ケア等

介護予防各種教室

健康講座・認知症予防講

座・認知機能アップ教室

転倒予防・介護予防

・栄養教室・講演会

筋力向上トレーニング

・介護予防教室

運動教室・健康講座

・転倒骨折予防教室

体力測定・介護予防

手帳・介護予防教室

元気はつらつ教室・認知症予

防教室・介護予防運動教室

③地域介護予防活動支援事業
元気づくりステーション

事業等
通いの場（補助〉

サロン・サークル等

通いの場支援

集いの場事業・

介護予防関連事業

高齢者支援リーダー養成講

座、歌体操教室

介護予防サポーター

養成講座
通いの場事業

サロン・

通いの場支援

貯金運動・

通いの場事業

④一般介護予防事業評価事業
生き活きシニア地域活

動補助金・ハートポイント
ニーズ調査

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 サロンリハ・自宅リハ

1団体あたり、年間最大
30万円、2年間申請可能

介護予防・健康づくり自
主活動団体へ補助金を
交付。運営費として月額
1万円を上限として補
助。

備考

そ
の
他
の
生
活
支

援
サ
ー

ビ
ス

一
般
介
護
予
防
事
業

2018年度　県内9自治体の介護予防・生活支援サービス実施状況表　

2018.10現在

介護予防・生活支援実施事業/自治体名

訪
問
型
サ
ー

ビ
ス

通
所
型
サ
ー

ビ
ス

備考

 

1
9
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１．介護報酬単価について 

 介護保険事業の報酬単価（事業者へは 9 割が支払われ残り 1 割は利用者負担）は一律ですが、実際の

報酬は下記の単価数に地域ごとの係数をかけて算出します。（横浜市：訪問 11.12 円・通所 10.72 円） 

介護予防・日常生活支援総合事業及び地域密着事業は自治体事業であるため、報酬単価は自治体によっ

て差異があります。ここでは横浜市を例に示します。 

 

２．通所事業 

 

・介護保険事業では W.Co に多い地域密着型（小規模）通所の、6～7 時間(日)サービス提供の単価です。 

・要介護 1 の利用者が週 1 回通所を利用した場合、月（4 回利用）で 2,648 単位となりますが、総合事業

では 1,647 単位となり、介護保険の 62％の収入となります。 

＊上記の利用者負担額は（1 割負担の場合）、要介護利用者は月（4 回利用）で 2,840 円、総合事業では

1,760 円です。 

＊介護事業者の報酬（介護報酬額の 9 割）は、要介護利用者の場合月（4 回利用）で 25,548 円、総合事

業では 15,890 円となります。 

 

３．訪問事業 

 

・訪問の介護保険事業は、サービス内容によって単価が決まっています。 

・生活援助中心のサービスでは週 1 回利用した場合、45 分以上のサービス（ロ（２））を提供しても、月

（4 回）で 892 単位です。しかし、身体介護が中心（イ（３））で 45 分程度のケアは、週 1 回の利

用、月（4 回）では 1,576 単位となり、身体中心と生活援助中心では単価が大きく異なってきます。総

合事業（現行相当）で月 4～5 回利用した場合は 1,168 単位です。 

・要支援の利用者であっても、認知症であったり病気を持っている場合などの場合は身体的なケアが必要

になります。身体が中心（イ（３））で 45 分程度のケア内容（1,576 単位）が本来必要な利用者であっ

ても、要支援の場合は現行相当となり 1,168 単位（74％）、サービスＡでは 1,051 単位（67％）となり

ます。 

＊上記の利用者負担の月額は（1 割負担の場合）、イ（３）1,756 円、現行相当 1,299 円、サービスＡ

1,169 円です。 

＊介護事業者の報酬（介護報酬額の 9 割）は、イ（３）15,773 円、現行相当 11,689 円、サービスＡ10,518

円です。

１）介護保険訪問介護費サービス単位

　訪問介護費（１回につき） 単位数 月（4回利用）

イ  身体介護が中心である場合

（１）所要時間20分未満の場合 165 660

（２）所要時間20分以上30分未満の場合 248 992

（３）所要時間30分以上１時間未満の場合 394 1,576

（４）所要時間１時間以上の場合 575 2,300

ロ  生活援助が中心である場合

（１）所要時間20分以上45分未満の場合 181 724

（２）所要時間45分以上の場合 223 892

 

２）介護予防・日常生活支援総合事業費サービス単位

区分 １ヶ月の単位数

月4～5回利用目安 1,647

月8～10回利用目安 3,377

現

行

相

当
事業対象者・要支援1・2

 

２）介護予防・日常生活支援総合事業費サービス単位

区分 月利用（目安） １ヶ月の単位数

事業対象者・要支援1・2 月4～5回利用目安 1,168

月8～10回利用目安 2,335

月8～10回を超える程度 3,704

事業対象者・要支援1・2 月4～5回利用目安 1,051

月8～10回利用目安 2,102

月8～10回を超える程度 3,334

サ

ー

ビ

ス

Ａ

現

行

相

当

＜表総合事業関連付属資料-1＞ 
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１．W.Coの通所事業3年間の推移（利用者数・事業高） 　　　　　＜総合事業関連付属資料-2＞

総合事業 要支援1・2 要介護1～5 合計 　・2015年度と2017年度の利用者を対比すると、要介護者が減少（86→79人）し、要支援者　

2015 Ａ事業所 2 39 41 36,911,782 　　（9人→12人：総合事業含む）が増加しています。大規模事業所等での要介護者の囲い込み

Ｂ事業所 4 21 26 15,459,514 　　が想定されます。

Ｃ事業所 3 26 29 25,684,135 　・通所事業では、利用者1人分の介護報酬額（年間）が高額なため、数名の増減でも影響は

計 9 86 96 78,055,431 　　大きくなります。　　＊利用者1人1日の介護報酬額約1万円×4週×12ケ月=48万円

2016 Ａ事業所 3 35 38 33,887,183 　・要支援者は（現行相当）移行措置のため年々減少（9人→9人→3人）し、総合事業利用者が

Ｂ事業所 5 20 25 15,100,647 　　利用者が増えています。

Ｃ事業所 1 27 27 25,511,959 　・報酬単価の低い要支援者が増え、単価の高い要介護者の減少を受けて、2017年度の合計

計 9 81 90 74,499,789 　　事業高は、2015年対比97.5％と低下しています。

2017 Ａ事業所 7 0 29 35 31,620,062

Ｂ事業所 2 1 23 26 16,400,148

Ｃ事業所 0 2 27 29 28,142,179

計 9 3 79 90 76,162,389

２．W.Coの訪問介護事業3年間の推移（利用者数・事業高）

自主 サービスＡ 要支援1・2 要介護1～5 合計 自主 サービスＡ 要支援1・2 要介護1～5 合計

2015 Ａ事業所 31 34 60 125 3,570,600 10,441,312 20,707,657 34,719,569

Ｂ事業所 25 11 20 56 1,769,609 2,200,051 9,484,058 13,453,718

Ｃ事業所 52 22 31 105 5,895,805 4,575,860 13,876,640 24,348,305

計 108 67 111 286 11,236,014 17,217,223 44,068,355 72,521,592

2016 Ａ事業所 33 35 47 115 3,309,250 8,277,789 25,122,901 36,709,940

Ｂ事業所 25 9 20 54 1,808,126 1,852,131 9,717,408 13,377,665

Ｃ事業所 47 19 34 100 6,421,800 4,173,582 16,047,646 26,643,028

計 105 63 101 269 11,539,176 14,303,502 50,887,955 76,730,633

2017 Ａ事業所 27 10 23 51 111 2,816,700 1,588,644 7,561,194 23,563,368 35,529,906

Ｂ事業所 24 0 13 25 62 2,451,337 0 1,879,028 10,991,620 15,321,985

Ｃ事業所 46 33 11 37 127 5,848,750 3,015,868 1,975,933 15,302,328 26,142,879

計 97 43 47 113 300 11,116,787 4,604,512 11,416,155 49,857,316 76,994,770

・利用者数の2015年度と2017年度の対比では、要介護が若干増加していますが、要支援（総合事業含む）は大きく増加しています。（2015年度67人→2017年度90人）

・事業高の2015年度と2017年度の対比では、要介護は伸長していますが、要支援（総合事業含む）は利用者数が増えても報酬単価が低いため減少しています。

・自主事業利用者人数が低下しているものの、事業高ではほぼ横ばいです。

W.Co事業所
実利用者数

事業高

実利用者数 事業高
W.Co事業所

 

2
1
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３．「居場所・サロン」調査 

 

１）調査概要 

 ・2016年度調査では「居場所・サロン」の開催状況は、29団体 55企画でしたが、2017年度調査では

46団体、95企画に活動が広がっています。 

 ・なお、固定的な「場」で開催されている「居場所・サロン」は 55ヶ所（複数企画開催含む）あり、

他は公共施設等の貸会場・公園などを利用しています。            ＜表-１３＞ 

 

①参加対象 

・参加対象を「誰でも」、「地域住民」と非限定での開催が 58、次いで「高齢者」（17）、「子ども」(15)

の順となっています。「その他」には、生活困窮者、家族、男性介護者などと対象者を限定している企

画があり、対象者を特定する企画でも、これまでには見られなかったものです。 

・2016年度調査と比べ、「子ども」を対象とする「居場所・サロン」が増えています。「高齢者・子ども

等」を対象にする企画は 32となっています。 

②運営主体 

・組織連携型の主催は、生活クラブ生協の施設関連では、「運営会議」が主体となって組合員と W.Coが

連携してカフェやサロンなどの居場所を運営しています。単体 W.Co による連携型で運営する居場所

も加えると 25となり、連携型の開催が多くなっています。 

・単体 W.Coでは、座間市の社協との共催（サロンはなもも運営委員会を両者で形成）、横浜市金沢区の

W.Coコンパスが柳町地域ケアプラザと食事会を共催(会場提供)、また地域のW.Co同士による共催や、

W.Co と市民団体との地域連携による共催などがあります。さらに 2017 年度は、海老名市での W.Co、

組合員、NET、WE21等運動グループの連携による「居場所を考える会」や、W.Coメンバー有志と市民

のコラボによる企画、福祉クラブ W.Coによる各地域の地域協議会や連絡会が主催する開催等があり、

運営主体や運営方法の多様性が広がっています。 

・居場所・サロンの活動拠点を増やし、市民と共に地域のニーズに対応していくためには、地域の中で

W.Co同士や他団体との日常的な交流やネットワークを通じて、地域課題を共有し連携の可能性を探っ

ていくことが有効ではないでしょうか。 

③開催回数 

・一番多いのは、月 1回開催で 47.4％と約半数になっています。次いで月 1回以下(不定期)（18.9％）、

週 1～3回（15.8％）、月 2～3回（10.5％）、常設（7.4％）の順となっています。 

・常設型(週 4日以上)の開催は、W.Coたすけあい戸塚（ふれあい 

広場よつば）、グループとも（みんなの居場所「はなもも」）、た 

すけあい心（コミュニティルームここ）、ほっと舎アルク（交流 

スペースほっと舎）、W.Co キッズポケット（愛らんど追浜）、 

W.Coハッピーママプロジェクト（親と子のひろばだっこ）、 

(社福）いきいき福祉会（地域ささえあいセンターかるがも）の 

7団体が行っています。 

誰でも 地域住民 高齢者
子ども(親

子） その他 月1回以下 月1回 月２～３ 週１～３ 常設 合計

福祉クラブ 24 11 0 5 4 4 2 17 1 4 0 24

いきいき福祉会 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

W.Co連合会 69 34 12 12 11 0 16 28 9 10 6 69

W.Co協会 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 1

計 95 46 12 17 15 5 18 45 10 15 7 95

回数対象者
団体名 開催個所

 

月1回以下

19%

月1回

47%

月２～３

11%

週１～３

16%

常設

7%

開催頻度
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・愛らんど追浜と、地域ささえあいセンターかるがもは、自治体からの委託事業を含めて運営していま

すが、他の常設型は W.Coが独自に運営し、行政や区社協・赤い羽根募金等から若干の助成を受けてい

ます。 

④事業高                                   ＜表-１４＞ 

 

・「居場所・サロン」の事業高は、自主事業(助成含む)と受託事業に分類されます。今回の調査では、 

91 企画が自主事業であり、3企画が基礎自治体からの受託事業、1企画が W.Co からの食事作りの受託 

を含めて実施しています。事業高比では 69％対 31％となります。 

＜自主事業＞ 

・自主事業による収入は年間数千円から 350万円程度と幅があります。自主事業では参加費（会費）や

お茶代等を徴収しても事業高計上していないところが半数以上あります。また、「居場所・サロン」の

運営に係る年間経費と事業収入を比較すると、経費の半額程度を W.Co の基幹事業等から補填してい

るケースが多く見られます。 

・自主事業の事業収入はお茶代や資料代を含む参加費であり、1 回 100 円～1,500 円位まで幅がありま

す。100円～300円が一番多くなっていますが、企画に応じて設定するところもあります。また、参加

費は無料でも、材料費等を実費負担とするところも多く、全く無料で運営しているところは 25 企画

です。子ども無料・大人有料や、昼食の有無等により参加費に違いがあります。 

・自主事業の中で助成等を受けているのは、約 5 分の 1 の 20 企画ですが、横浜市の親と子のつどいの

ひろば事業（補助事業）を除くとその金額は 5 万円～36 万円(年)程度で、平均すると 20 万円ほどに

なります。助成の実施主体は主に自治体や社協・赤い羽根募金等です。 

＜受託事業＞ 

・今回の調査では 3企画が基礎自治体から、転倒予防教室や居場所事業、子育て支援事業等を受託して

います。 

⑤活動目的と内容 

  

・交流（居場所）が 60と一番多く、次いで子育て支援 14、会食交流会 8、認知症サポート 4、その他 5

となっています。 

・認知症サポートのうち 3 企画は、地域包括支援センターやケアプラザと連携してオレンジカフェの役

割りを果たしています。 

・介護予防は 4 企画で行っており、横浜市のサービスＢ、茅ケ崎市一般予防事業の委託事業(転倒予防

教室）が各１企画です。他の 2企画は転倒予防体操や公園での体操・太極拳を区社協や高齢者支援セ

ンターからの受託事業として実施しています。 

・活動内容は、講話、体操、手芸、折り紙、民謡(歌唱)、昼食作り等、様々な内容で運営している企画

型と、定型的な企画は特にもたずにおしゃべりや集い、交流を中心に運営している自由型の２種類に

参加費等 助成額

福祉クラブ 2,078,500 175,000 0 2,253,500 2,726,371

いきいき福祉会 3,480,000 2,600,000 4,350,000 10,430,000 4,800,000

W.Co連合会 5,874,605 11,828,196 7,251,800 24,954,601 31,593,553

計 11,433,105 14,603,196 11,601,800 37,638,101 39,119,924

30.4% 38.8% 30.8%

合計

事業高

年間経費
団体名

自主事業
受託費

開催目的 交流 子育て支援 会食交流会 認知症ｻﾎﾟｰﾄ 介護予防 その他 合計

開催ヶ所 60 14 8 4 4 5 95
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大別されますが、ほとんどが企画型の開催となっています。 

・また、福祉クラブの企画では、消費材の紹介や男性介護者の集い、介護の相談会・健康チェック等の

目的(内容)をもって、地域の人に呼びかけています。 

⑥開催場所 

・今回の調査では、多くは自前（関連団体含む）の施設を活用しています。自前施設や関連施設以外で

は、ケアプラザ、町内会館・市民サービスセンター等の公共施設などで開催されています。公園を会

場として太極拳等を行っている企画もありますが、2016 年度調査とは大きく変わっていません。(貸

会場等自前施設以外での開催は、13％程度となっています。) 

⑦スタッフの体制等 

・特定のメンバーが関わっている企画が約４割です。次いで、「リーダー」、「全員交代」となっています。

元メンバーの関わりや、有志で行っている企画は少数でした。また、他団体への業務委託による開催

がありました。 

・ワーク料を「無し」としている開催が半数です。他の半数は分配金の対象となっていますが、交通費

程度から時間数に応じてなど、様々な考え方により運営されています。 

・居場所・サロンの運営に当たっては、ほとんど W.Co メンバーが何らかのかかわりをもって運営され

ています。一方で地域の他団体、W.Cｏの元メンバーや有志、地域住民のボランティアが参加している

企画は少数です。地域で持続性を持って居場所・サロンを運営していくには、地域に周知され開かれ

た場にしていくためにも、W.Cｏの元メンバーや地域のボランティアなど多様な人びとの運営参加が

欠かせないでしょう。 

 

２）団体・部門別開催状況                            ＜表-１５＞ 

 

・今回の調査で、新たに 40 企画の開催が把握できました。これまで実施していた団体が企画数を増や

した（４）、福祉クラブ生協の W.Co による開催が確認できた（21）、今回の調査で新たに把握できた

（15）ことによります。 

・閉鎖した「居場所」は 3 企画で、事業所の閉鎖(2 ヶ所)や「居場所」の運営主体が個人に移ったこと

によります。 

 

３）エリア毎の開催箇所数                            ＜表-１６＞ 

 
・開催エリアは、多い順に横浜、川崎、湘南、横須賀・三浦、県央と、2016年度と同様の傾向です。 

・福祉クラブの居場所・サロンの実態把握が進んだことで、開催企画数の伸びは横浜で一番高く、次い

で川崎、湘南、県央、横須賀・三浦の順となっています。 

 

家事介護 デイ 住まい型 生活文化 食文化 保育部門 食事部門 計

2017年度 24 1 27 15 6 5 1 14 1 69 1 95

2016年度 3 2 19 14 3 4 9 1 50 0 55

合計
いきいき福

祉会
福祉クラブ W.Co協会

W.Co連合会

福祉クラブ
いきいき
福祉会

W.Co連合
会

W.Co協会 計 2016年度

8 0 26 1 35 20

2 0 20 0 22 12

5 0 5 0 10 7

1 0 9 0 10 5

8 1 9 0 18 11

24 1 69 1 95 55

開催エリア

相模原・厚木・大和・蛯名・座間・綾瀬

横浜

川崎

横須賀・葉山・逗子・鎌倉

藤沢・茅ケ崎・平塚・伊勢原・二宮

計
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４）まとめ 

①今回の調査では 46 団体（95 企画)からデータ提出があり、福祉クラブの W.Co による実態の把握が進

んだだけではなく、これまで実施していた団体での、新たな開催が見られました。地域では、誰でも

が交流できる一定の機能を持つ柔軟性のある居場所・サロンへのニーズが高まっていますが、一方で

は生活困難を抱える人や男性介護者のように対象者を限定した居場所の必要性もあります。地域での

人々の結びつきが弱体化し分断や孤立化が深まる状況において、地域の中に点在する居場所・サロン

がさらに広がり点を結ぶ線がたくさん張り巡らされていくことが、今日の社会状況を反映して求めら

れていることと言えるでしょう。 

②「居場所・サロン」の開設に向けては、会場費や人件費等の運営費をはじめ課題は多いと捉えられま

すが、定期的な企画を準備せず自由なおしゃべりや相談、ゲームなどを楽しむような居場所・サロン

であれば、スタッフの専門性はさほど必要なく、また、地域住民のボランティア参加が得やすくなり、

継続性を確保しやすくすることも可能でしょう。そして、そのような自主的な市民参加による運営で

あれば、回数が多くなくても、広い場所でなくても、住み開きのような居場所等が開設できるのでは

ないでしょうか。 

③今回の調査では、地域の中で自治会や地域ケアプラザ等、他団体との連携・協力による運営だけでな

く、W.Co同士の連携による開催が増えており、地域連携が一歩進んできていると捉えられます。しか

し、ボランティアや元 W.Co メンバーの運営参加は見られますが、まだ自主的な参加が限定的である

のが現状の課題と言えるでしょう。 

④前年に比べて企画数が広がっていることは、W.Co という働き方や運動が地域ニーズや課題に対応し、

問題解決を進めてきたコミオプ福祉の理念と実践がベースにあるからこそ、「居場所・サロン」の取り

組みが広がってきたものと捉えられます。また、生活クラブ運動グループが連携して開催していくこ

とは、活動の持続可能性を高め、地域に W.Co運動と「参加型福祉」の社会的な有用性の拡大につなが

っていくものと言えます。連携の具体化には日常的な交流等を通じて話し合われることが多いようで

す。具体的なプランをもって連携を確かなものにし、自主的な市民参加にこれまで以上につなげてい

きたいものです。 
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４．コミ・オプ福祉の相互連携等に関する調査 

 
１）調査概要 

①W.Co連合会部門別集約数              ＜表-１７＞ 

 

②エリア別集約数                             ＜表-１８＞ 

 

 

２）生活クラブ運動グループやボランティア等との地域での連携 

（１）調査概要                                ＜表-１９＞ 

 
 ・27団体中 20団体が何らかの連携ありとの回答であり、約 75％にのぼっています。 

・連携の種類としては、会議等への参加を通じた情報共有・交流等 31％と一番多く、次いで市民ボラ

ンティアとの連携 25％、政策連携 22％、イベント等を通じた活動連携 19%、となっています。活動

連携の中では、他団体のコミ・オプ事業の紹介、地域 W.Co間の連携による相談窓口の開設や居場所

(親と子のふれあい広場、こども食堂等)の開催、また、広場事業運営の他団体への業務委託(業務連

携)があげられて、地域連携の広がりを見せています。 

・横浜・川崎・県央の 3つのエリアの回答が多くありました。 

（２）連携の内容 

・会議関係では、「ローカルユニット」（「参加型福祉」をテーマに地域の生活クラブや W.Coを中心と

する生活クラブ運動グループの集まり）等の生活クラブ運動グループによる会議や、各主体が地域

で所属している様々な会議を通じた情報共有や交流などが多く、海老名市では「居場所」(生活クラ

ブ運動グループが集う“海老名市居場所を考える会”が行う食事会)、横浜市では相談窓口（地域の

市民団体を含む生活クラブ運動グループで運営）の設置や政策提案活動につながっている実態が見

られます。 

・市民によるボランティア参加では、地域住民の有志、W.CoのＯＢや知人等による居場所運営（スタ

ッフ）の参加、踊り等特技の披露、編み物や折り紙等企画の講師等の参加があげられています。 

（３）連携に関する意見（調査票より） 

「連携」に関しては、コミ・オプ福祉の推進には人材の育成や充実が求められることから、その具体

W.Co連合会送付先 送付数 回答数 連携有 政策提案有

家事介護 26 10 6 4

デイサービス 10 4 4 4

住まい型生活支援 7 1 1 1

移動 11 2 2 1

保育 17 8 7 6

食事サービス 9 2 0 0

計 80 27 20 16

送付数 回答数 連携有 政策提案有

横浜市 26 11 8 6

川崎市 13 4 4 3

相模原・厚木・大和・海老名・座間・綾瀬 19 7 4 3

横須賀・逗子・葉山・鎌倉 7 3 3 3

藤沢・茅ケ崎・平塚・伊勢原・二宮 15 2 1 1

計 80 27 20 16

連携の種類 内容 W.Co数 ％

会議連携 ユニット等を通じての情報共有・情報提供 10 31%

活動連携 イベント等の共催等 6 19%

ボランティとの連携 ボランティアの受け入れ 8 25%

業務連携 学童の送迎、広場事業の運営委託 1 3%

政策連携 ローカルユニットや地域連携協議会等を通じた連携 7 22%

＊複数回答 32 100%
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化に向けさらなる生活クラブ運動グループとの協同・連携が求められる。W.Co による自主事業として

のコミ・オプ（生活援助）の推進がある一方で、基礎自治体による総合事業のサービスがあるので、

利用者からは相談窓口がわかりづらく、混乱が懸念されている。地域包括支援センターやケアマネジ

ャー等による一括した相談対応の充実が必要ではないか。 

（４）まとめ 

・地域での日常的な連携の実態の有無が、調査の回答数にも表れていると思われます。 

・少ない回答数ですが、地域でのコミ・オプ福祉(自主事業)を中心に、様々な連携が進められている

ことがわかります。 

 ・横浜市都筑区での「都筑世話焼きおばちゃんの相談窓口」や海老名市での居場所を考える会「みん

なでごはん」等の活動を通じた地域 W.Co 間連携は特徴的であり、今後は居場所の企画等へのボラ

ンティア参加の豊富化と、身近なコミュニティの問題解決に向けた地域活動連携が生み出され、地

域へのメッセージ力を強めていくことが求められていると言えるでしょう。 

 

３）「政策提案活動」関連より 

（１）概要 

27 団体中 16団体から回答があり、具体的な提案内容に関しては 11団体からありました。全てのエリ

アから回答ありましたが、具体性をもった内容が寄せられた団体は、生活クラブ運動グループによる

日常的な地域連携があると答えているエリアに多い傾向があります。 

（２）提案の種別 

①政策提案の半数は高齢者福祉関連でした。次いで子育て・保育・学童関連、「居場所」、その他の順

です。 

（３）提案内容の概要(調査票より) 

 基礎自治体の個別の政策に関する提案もありますが、「総合事業」全般にかかわる福祉の人材育成、在

宅生活を支えるサービスの充実等が多くあげられています。子育て関連、「居場所」に関しては、共通

する提案内容が多く出されています。以下に概要をまとめました。 

○総合事業 

 ・総合事業に参入する事業者が少なく、市民参加もなかなか進まない中、サービスを利用できなくな

る高齢者が増えることが予測されることから、「非営利・協同」の事業者の事業への参入を促進する

方策が必要。 

 ・介護予防（サービスＡ：緩和型）のサービスを実施しない事業所もあり、地域包括支援センターが

要支援者の利用先を探すのに苦慮するケースも出てきている。介護を予防するためのサービスが利

用できなくなり、重症化してしまう可能性も考えられる。多様なサービス提供のための総合事業で

あるはずだが、本末転倒している。 

○人材育成 

 ・横浜市総合事業サービスＡに従事できるヘルパー研修を横浜市が実施し、介護のすそ野をひろげて 

  行くべき。 

 ・高齢者の増加に対し、介護職員の不足が予測されている。介護の担い手を広げていくために安定的

な報酬体系が必要。 

○在宅生活を支えるサービスの充実 

 ・これからの超高齢社会を支えるために訪問介護、デイサービス、移動サービス、食事サービスなど
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の在宅生活を支えるサービスの充実策が求められる。 

 ・その中でも、「食」は生きるための重要な要素を含んでいるが、利用しやすい価格で栄養が確保でき

るよう「食事サービス」の持続性を高めていくための対策が求められる。 

○子育て・保育、学童関連 

・受け皿（施設等）が足りず制度利用できない人が多い現状に対し、保育園の設置・乳幼児の一時預

かり事業の拡大、また、制度利用ができず自主事業を使わざるを得ない利用者への公的支援が必要。 

・学童クラブに入れない子供の大半がキッズクラブに通っていることもあり、手狭な教室で 1 日 100

人を超えることもある。働く母親が子の就学後も安心して子供を預けられるように、放課後のキッ

ズクラブ、学童クラブの充実が求められる。 

○居場所 

・世代を超えた交流の場の必要性は高く、市民が自発的に実施している場合が多いが、継続的に運営

できるような公的支援が求められる。 

・空き家や空き店舗等を活用し、共同の住まいや多世代交流の場づくりへの支援や対策が必要。 

・居場所に来れる人ばかりではないので、他者（地域）との交流のない方への支援が求められる。 

○その他 

・横浜市産前産後ケアについては、制度開始（平成 17年）以降報酬改定がなく、少子化が進んでいる

ため、制度の位置づけを高めるとともに充実が求められる。 

 

（４）まとめ 

①地域のローカルユニット等の活動を通じて毎年、政策提案活動を行っているとの回答が多くありま

した。総合事業や保育関連等に関する自治体の政策や財政が、W.Co等が推進する事業活動と密接な

関連があるからと考えられます。 

②事業者としての意見を自治体に出すことはあるが、単体 W.Co だけで政策提案を行うのはインパク

トが薄く限界性があるので、ユニットと各エリアの地域活動連携協議会とが一緒に、様々な連携を

通じて政策提案活動を進めている実態があります。 

③各自治体間の政策や制度等の格差もあり提案内容を練るためにも、地域の実情やニーズに関する調

査・分析の必要性が高くなってきています。提案力を高めていくために調査に基づく情報共有や検

討が大事であり、さらに各団体・組織の枠を超えた提案内容の策定と共有化が必要になってきてい

ます。 
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５．日本生活協同組合連合会並びに神奈川県内 6単協と生活ｸﾗﾌﾞ運動グループの実績比較 

（単位：千円）＜表-２０＞    

 
＊日本生協連・県内６単協の実績は、日本生協連が各単協の総代会資料を集約してまとめたものを使用。 

＊県内６単協は、福祉クラブ、ユーコープ、富士フイルム、神奈川高齢者生協、生活クラブ、神奈川ゆめコープ。 

＊生活クラブ運動グループは、福祉クラブ、生活クラブ、W.Co 連合会が対象で、いきいき福祉会は含まず。 

 ＊「その他」には、自主事業（家事介護・移動サービス等）並びに地域包括支援センター、子育て支援等を含む。 

 

１）日本生協連 

（１）2017 年度福祉事業実績の集約は 44 単協であり、すべての事業で前年を上回り総事業高は約 209

億円、前年比 104.8%となっています。日本生協連では地域密着型サービスや高齢者住宅等を核と

する事業モデルへの転換を促し、地域の複合型拠点事業所づくりにより損益改善・黒字化を支援す

る、との方針があります。事業高（年間）が 10 億円以上の 9 生協の内（福祉クラブ生協を含む）、

8 生協で前年比を上回り、9 生協の事業高の前年比は 106.4％になっています。（9 生協の事業高計：

133 億円=44 生協事業高の 64％） 

＜地域密着事業及び高齢者住宅実施生協数＞                    ＜表-２１＞ 

サービス事業名 小規模多機能型 

居宅介護 

認知症共同生活介護 定期巡回･随時対応型

訪問介護･看護 

高齢者住宅 

15 年度実施生協 4 6 1 4 

16 年度実施生協 5 7 1 5 

17 年度実施生協 8 7 2 6 

（２）サービス別の構成比は、前年比で若干低下しているものの訪問介護 27.9％と一番高く、通所介護

21.2％、居宅介護 13.0％、その他(地域包括支援センター・子育て支援、自主事業等)12.3％の順に

なっています。 

（３）44 単協中 20 単協の事業高は 2 億円未満ですが、前年の 23 単協から減少しています。この 20 単

日生協 県内6生協 6生協の割合 運動グループ計

福祉事業合計　 20,916,232 3,757,809 18.0% 3,286,772

居宅介護 2,712,364 522,612 19.3% 418,719
訪問介護 5,838,678 947,492 16.2% 761,917
通所介護 4,436,759 884,074 19.9% 810,030
福祉用具（貸与・販売） 1,263,231 458,174 36.3% 62,871
小規模多機能 810,365 25,878 3.2% 25,878
グループホーム 777,173 0 0.0% 0
定期巡回 39,580 0 0.0% 0
高齢者住宅 1,217,384 128,792 10.6% 128,792
その他 2,570,687 496,309 19.3% 962,624
障がい者 1,250,011 294,478 23.6% 115,941

福祉事業合計　事業収入 104.8% 101.2% 101.4%

居宅介護 102.7% 100.5% 172.2%
訪問介護 101.6% 100.3% 97.3%
通所介護 102.0% 99.8% 100.8%
福祉用具（貸与・販売） 104.3% 100.5% 99.9%
小規模多機能 131.5% #DIV/0! #DIV/0!
グループホーム 122.4% #DIV/0! #DIV/0!
定期巡回 141.7% #DIV/0! #DIV/0!
高齢者住宅 118.2% 93.2%
その他 103.1% 99.3% 71.3%
障がい者 103.5% 109.3% 114.4%

居宅介護 13.0% 13.9% 12.7%
訪問介護 27.9% 25.2% 23.2%
通所介護 21.2% 23.5% 24.6%
福祉用具（貸与・販売） 6.0% 12.2% 1.9%
小規模多機能 3.9% 0.7% 0.0%
グループホーム 3.7% 0.0% 0.0%
定期巡回 0.2% 0.0% 0.0%
高齢者住宅 5.8% 3.4% 3.9%
その他 12.3% 13.2% 29.3%
障がい者 6.0% 7.8% 3.5%

１7年度実績
内訳（千円）

事業高前年比
（％）

１7年度サービ
ス事業別構成
比（％）
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協では取組んでいる事業種数が比較的少ないものの、グループホームや高齢者住宅、障害福祉サー

ビス等に取り組んでいる単協もあります。 

 

＜神奈川県 6 単協及び生活クラブ運動グループ 2017 年度福祉事業実績＞ （単位：千円）＜表-２２＞ 

 

２）県内 6 単協 

（１）神奈川県生協連は福祉事業実績の集約は行っていないため、日本生協連のデータから神奈川 6 単

協の実績を集計しました。福祉事業合計は約 37 億 6 千万円であり、通所・高齢者住宅、その他以

外事業で前年を上回り、福祉事業全体では前年比 101.2％となっています。 

（２）日本生協連全体の事業高に占める県内 6 単協の割合は 18％となっています。中でも「福祉用具」

は 36.3％を占めています。富士フイルム生協では 3 億円強の事業高があり、日本生協連の中でも事

業高が一番高いことが要因です。また、「障がい者」が 23.6％を占めているのは、事業性を補強す

るために力を入れて取組んでいる単協があることが要因と思われます。 

（３）サービス事業別の構成比では 44 生協の状況と同様に、訪問介護が一番高く 25.2％、次いで通所

介護 23.5％、居宅介護 13.9％、その他 13.2％、次いで福祉用具 12.2％の順となっています。 

（４）福祉クラブ生協は 13 億円強の事業高があり、44 単協のうち上位 5 番目に相当しますが、県内で

は事業高が一番高くなっています。次いで、ユーコープ、富士フイルム生協の順も変わりありませ

ん。 

（５）18 人以下の小規模デイサービスは、地域密着型通所介護事業として、自治体指定・監督の事業と

なりました。神奈川ゆめコープの地域密着型通所介護事業は民家活用のため、利用定員を拡大し、

採算ベースに乗せることが難しく、2016 年 11 月に通所事業を一旦休止しました。 

　　　　　*(社福)いきいき福祉会を除く

団体名称 ユーコープ 富士フイルム 神奈川高齢者生協 神奈川ゆめコープ 福祉クラブ生協 生活クラブ　 県内6生協合計 W.Co連合会 運動グループ計

福祉事業合計 739,424 531,885 465,851 208,912 1,329,664 482,073 3,757,809 1,475,035 3,286,772

居宅介護 170,110 26,849 10,362 57,128 197,497 60,666 522,612 160,556 418,719
訪問介護 293,546 56,583 142,306 101,524 276,778 76,755 947,492 408,384 761,917
通所介護 68,814 107,885 121,672 0 302,842 282,861 884,074 224,327 810,030
福祉用具（貸与・販売） 33,594 340,568 0 21,141 62,871 0 458,174 0 62,871
小規模多機能 0 0 0 0 3689 22189 25,878 25,878
グループホーム 0 0 0 0 0 0 0 0
定期巡回 0 0 0 0 0 0 0 0
高齢者住宅 0 0 0 0 128,792 0 128,792 128,792
その他 12,137 0 102,878 8,092 333,600 39,602 496,309 589,422 962,624
障がい者 161,223 0 88,633 21,027 23,595 0 294,478 92,346 115,941

福祉事業合計　事業収入 100.6% 102.0% 98.6% 96.2% 100.3% 109.0% 101.2% 100.2% 101.4%
居宅介護 97.0% 99.6% 71.9% 104.6% 103.4% 104.9% 100.5% 97.0% 101.1%
訪問介護 97.2% 116.4% 103.2% 117.2% 95.5% 95.9% 100.3% 98.8% 97.3%
通所介護 110.6% 100.4% 95.0% 0.0% 103.4% 105.6% 99.8% 92.2% 100.8%
福祉用具（貸与・販売） 99.1% 100.6% #DIV/0! 102.6% 99.9% #DIV/0! 100.5% #DIV/0! 99.9%
小規模多機能 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
グループホーム #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
定期巡回 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
高齢者住宅 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 93.2% #DIV/0! 93.2% #DIV/0!
その他 127.2% #DIV/0! 91.3% 70.8% 101.2% 108.2% 99.3% 103.3% 102.7%
障がい者 106.2% #DIV/0! 111.7% 127.8% 107.3% 109.3% 116.3% 114.4%

居宅介護 23.0% 5.0% 2.2% 27.3% 14.9% 12.6% 13.9% 10.9% 12.7%
訪問介護 39.7% 10.6% 30.5% 48.6% 20.8% 15.9% 25.2% 27.7% 23.2%
通所介護 9.3% 20.3% 26.1% 0.0% 22.8% 58.7% 23.5% 15.2% 24.6%
福祉用具（貸与・販売） 4.5% 64.0% 0.0% 10.1% 4.7% 0.0% 12.2% 0.0% 1.9%
小規模多機能 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 4.6% 0.7% 0.0% 0.0%
グループホーム 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
定期巡回 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
高齢者住宅 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.7% 0.0% 3.4% 0.0% 3.9%
その他 1.6% 0.0% 22.1% 3.9% 25.1% 8.2% 13.2% 40.0% 29.3%
障がい者 21.8% 0.0% 19.0% 10.1% 1.8% 0.0% 7.8% 6.3% 3.5%

＊日本生協連・県内６生協は日本生協連まとめによる（各組織の総代会資料） ＊福祉クラブ事業高には子育て支援含む

１7年度サービス事
業別構成比（％）

１7年度実績

１7年度実績内訳
（千円）

事業高前年比
（％）
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３）生活クラブ運動グループ 

（１）生活クラブ運動グループ 3 団体（生活クラブ生協・福祉クラブ生協・W.Co 連合会）の福祉事業

高は 32 億 9 千万円で、新規施設開設等により前年比は 101.4%でした。訪問介護と福祉用具で若干

落ち込み、他の事業は前年を上回りました。 

（２）サービス事業別の構成比では、神奈川の運動グループは自主事業を含む“その他”が際立って高

く 29.3％、次いで通所 24.6％、訪問 23.2％、居宅 12.7％となりました。他生協と比較すると、自

主事業が含まれる“その他”の構成比が一番高くなっているところに、制度によらない自主事業(コ

ミオプ福祉・生活支援活動)のウエイトの大きさが示されています。神奈川の運動グループによる、

市民同士の「お互いさまの助けあい」を理念に介護保険開始前からの実践してきた運動の歴史性と、

市民活動領域との重なりとパートナーシップという先駆性・オルタナティブに特徴がよく表れてい

ると言えます。 

（３）日本生協連全体の事業高に占める生活クラブ運動グループ（いきいき福祉会を除く）の事業高は、

日本生協連 44 単協の事業高計約 209 億円の 15.7％(2015 年度：18.5％、2016 年度：16.2％)、約 7

分の１に相当します。 
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Ⅲ．2019 年度福祉事業・活動計画の検討に向けて―提言― 

１．課題整理 

 

１）危惧される「制度あって介護なし」という地域コミュニティの近未来 

 

（１）今回の調査を通じてさまざまな地域の実情や課題が見えてきた 

  ・無資格のヘルパーに必要な研修に割く時間と経費（ワーク代等）の確保が難しく、W.Co メン

バーの有資格者が対応しているケースがある。サービスＡ(サービス提供側の人員基準を緩和し

より柔軟にニーズに対応する)の目的に即して、サービスを提供できていない現状がある。 

・ニーズがあるのは確認できているが、対応できる W.Co メンバーが足りない。（「総合事業」サー

ビスＡ） 

・担い手研修に事業所が負担を負って時間も費やすのは大変だ。担い手は近隣住民に声をかけて

もなかなか集まらない実情がある・（「総合事業」サービスＡ） 

・サービス提供に当たる人を地域住民に広げたいが、どのように W.Co として広げ受け入れるのか

について内部合意やルールづくりの検討が必要。 

・サービスＢの依頼はあるが、なかなか条件が合わずサービスの実施に至っていない。サービス

Ｂで利用者から求められているのは短時間のゴミ出しがほとんどであり、早朝の訪問は難し

い。担い手を地域住民に広げたいが、地域住民に対する意識化や浸透を図ることは現状では困

難だ。 

・現行相当(要支援者対象)は報酬単価が低く、要介護者のおよそ 6 割の収入となっている。（横浜

市のケース） 

・報酬単価の低さと定員数の関係から、自ずと利用受入の制限をせざるを得なくなる現状があ

る。要介護者と合わせた定員数確保を、経営面から考えて判断せざるを得ない。（「総合事業」

現行相当サービス） 

・総合事業に参入する事業者が少なく、市民参加もなかなか進まない中、サービスを利用できな

くなる高齢者が増えることが予測されることから、「非営利・協同」の事業者の事業への参入を

促進する方策が必要。 

・介護予防（サービスＡ：緩和型）のサービスをやらない事業所もあり、地域包括支援センター

が要支援者の利用先を探すのに苦慮するケースも出てきている。介護を予防するためのサービ

スが利用できなくなり、重症化してしまう可能性も考えられる。多様なサービス提供のための

総合事業であるはずだが、本末転倒している。（共通） 

 

これらは全て、今回の調査で寄せられた調査票に記載されたコメントです。ここでは、日々の 

W.Co 等による事業活動を通じた、地域福祉（コミュニティ）の実情と課題を読みとることができ 

ます。 

  

（２）住民主体による支援が広がらない 

  そもそも今日の地域福祉を支えるシステム・体制は、平成 26 年に介護保険法の改定があり、それ

を受けて地域支援事業が再編され、全市区町村が事業主として実施する「介護予防・日常生活支援
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総合事業」が平成 30 年から本格稼働に移されたことを骨格としています。（Ｐ51「総合事業サービ

ス類型」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

えあいによる幅広い「生活支援」が充実しなければ、専門職は専門職でなければ提供できないサービ 

スに集中することはできないでしょう。「土」や「鉢」といったつながりや結びあう関係性が地域で育 

まれ豊かにならなくては、葉っぱが大きく育つことはありません。さらに平成 26 年の介護保険制度の 

改定は、医療制度改革と並行して進められたものであり、そのケアサイクルは「急性期」を除き入院 

期間が短縮され「回復期」や「慢性期」には、「在宅生活」を通じての医療・看護・介護、そして住民 

ボランティア等による生活支援を基本に設計されています。 

 このように今日における地域福祉の最大の眼目は、ケアや支援を必要とする人々の在宅生活を支え 

ていくことにあります。しかし現状は、W.Co やＮＰＯ等の市民事業、そして住民主体による生活支援 

が広がっていないのです。 

 住民主体による支援が広がらない原因は、助けあい活動を進める側の人びとにも、また制度自体の 

問題や総合事業の事業者たる基礎自治体にも、さまざまにあると考えられます。 

 しかし、その中でも最大の原因は、従来の介護保険の給付事業を、市民同士の助けあいに代えてい 

こうという新制度の肝心要の趣旨が、住民サイドにも、行政サイドにもまだ充分に浸透していないこ 

とにあるのではないでしょうか。 

 

２）行政サービスとは異なる、「お互いさまの助けあい」が問題解決の鍵 

（１）「参加型福祉」の 30 年に及ぶ実践は、地域に「たすけあい」を創出する運動 

   今回の調査の巻末には、日本生協連による全国 44 生協の事業実績と神奈川の生活クラブ運動グ

ループとの実績比較を行っています。 

   サービス事業別構成比を他生協と比較すると、制度外の自主事業が含まれる「その他」の構成

比が際立って高くなっているところに、神奈川の運動グループの特徴がよく表れています。 

   それは、市民同士の「お互いさまの助けあい」を理念に、介護保険開始前から実践してきた運

動の歴史性と、制度によらない自主事業（コミオプ福祉・生活支援活動）のウエイトの大きさに

示されている、市民活動領域との重なりとパートナーシップという先駆性・オルタナティブにあ

ります。 

この図は、地域包括ケアシステムの説明によく使 

われているもので、地域の資源の関係を示すもの 

です。この図で、「医療」や「介護」といった専門 

職が提供するサービスは葉で表されていますが、 

介護需要の急増に対応するためには、この葉っぱ 

を大きく育てていかなければなりません。しか 

し、そのためにもまず生活の基盤である「住まい 

と住まい方」が「鉢」に例えられるようにしっか 

りとしている必要があります。さらに、植木鉢に 

満たされる養分を含んだ「土」に例えられる一人 

ひとりの「介護予防」や、介護保険制度外の 

W.Co やＮＰＯ、市場サービスから近隣住民の支 
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   冒頭に掲げた、今回の調査を通じて見えてきた、さまざまな地域課題にチャレンジし、問題解

決を進めていく鍵は、「参加型福祉」がもつこれらの特性・強味をさらに発揮していくことにある

といえるでしょう。 

 

 （２）キーワードは「やりがい」、「いきがい」、「働きがい」 

   10 月 3 日に開催されたコミオプ・セッション（参加型福祉研究センター主催）で、沖縄大学名

誉教授で田谷長生会会長加藤彰彦氏は次のように語っています。 

 

   沖縄で 14 年やってきて、人間が生きてく目的、これは二つしかないことを沖縄で教えてもらい

ました。一つ目はまず生きることです。辺野古で一緒に座り込んでいるときに、「一番人間が大事

なこと？決まっているさー、生きることさー、生き抜くことさー。辛いときはどうするか言うた

ら、１人じゃ生きられんよ。どんな人間も 1 人じゃ生きられん。1 人じゃ死ぬことしか考えん。仲

間と一緒に生きることが生きることさー。」と聞いていました。つまり、共に生きるということが

生きる目的だということがはっきりしました。 

   二つ目は、「そうは言ったって 100 を超えたらみんな死んじゃうわ。みんなあの世へ行っちゃ

う。その後続かないとどうにもならない。子どもができて、子どもをみんなで育てて、子どもが

育つこと、子どもを育てることが人間の目的さー。」 

 

   「助けあい」は「行政サービス」や「市場サービス」と違って、助けられる方もまだまだ能力

を生かして、人や自分に役立つ活動を分かち合う状況を生み出すことができます。双方に「いき

がい」、「やりがい」と尊厳が生まれ、双方の人生の質を向上させるものです。同時に子どもをみ

んなで育て「子ども」たちに、そして「次世代」に仲間とともに「たすけあうこころ」をつなげ

ていきたいものです。 

 

２．提言 

 

１）W.Co 等によって担われている介護サービスや生活支援活動を通じて見えてきた、地域福祉（コミ

ュニティ）の現状や課題について、フォーラム等を開催し共有化を進めよう。 

 

２）各エリアの地域活動連携協議会等が中心となり、生活クラブ運動グループによる連携を通じて、地

域の現状分析と点検・評価（「地域マップ」、フォーラム等）を行い政策提案活動につなげよう。 

 

３）「居場所・サロン」は地域の人びとの交流の場であり、同時に「たすけあい」の基盤です。各団体・

組織が多様な「居場所・サロン」と運営主体の創出にチャレンジし、市民によるコミュニティづく

りの協働、連帯、ネットワークを促進しよう。 
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　総合事業に関する調査のまとめ(訪問事業）

組織 自治体 事業所・W.Co名 事業種別 サービス種別 実施の有無 利用者人数 運営方法 課題

1 横浜市 くまさん 訪問 現行相当 有 20 介護保険同様

2 横浜市 たすけあい戸塚 訪問 現行相当 有 18 介護保険同様

3 横浜市 たすけあい戸塚 訪問 サービスＡ 有 0 介護保険同様

4 横浜市 たすけあい栄 訪問 現行相当 有 30 介護保険同様

5 横浜市 たすけあい栄 訪問 サービスＡ 有 25 介護保険同様

6 横浜市 たすけあいせや 訪問 現行相当 有 31 介護保険同様

7 横浜市 たすけあいせや 訪問 サービスＡ 申請予定
利用者の移行時に申
請する

8 横浜市 たすけあい磯子 訪問 現行相当 有 15
サ責と2級以上の資格
者で運営

9 横浜市 たすけあい磯子 訪問 サービスＡ 有 19
サ責と2級以上の資格
者と3名の研修修了者
で運営

10 横浜市 Ｗ．Ｃoいずみ 訪問 現行相当 有 35 介護保険同様

11 横浜市 Ｗ．Ｃoいずみ 訪問 サービスＡ 有 18 介護保険同様

12 横浜市 W.Co絆 訪問 現行相当 有 17 介護保険同様

13 横浜市 W.Co絆 訪問 サービスＡ 有 1 介護保険同様

14 横浜市 W.Coゆいまある 訪問 現行相当 有 11 介護保険同様

15 横浜市 W.Coゆいまある 訪問 サービスＡ 有 0 介護保険同様

16 横浜市 Ｗ．Ｃoさざん 訪問 現行相当 有 18 介護保険同様

17 横浜市 W.Coエプロン・みどり 訪問 現行相当 有 16 介護保険同様

18 横浜市 W.Coエプロン・みどり 訪問 サービスＡ 有 1 介護保険同様

19 横浜市 Ｗ．Ｃoいこい 訪問 現行相当 有 26 介護保険同様

20 横浜市 Ｗ．Ｃoいこい 訪問 サービスＡ 有 5 介護保険同様

21 横浜市 W.Coりぼん 訪問 現行相当 有 20 介護保険同様

サービスＡの担い手を地域住民に広げたいが、実施方法やW.Co内部のルー
ルをどのようにするか未検討。（会員登録の有無等。）

サービスＡに携われる無資格のヘルパーに必要な担い手研修などの時間と
経費の確保が難しく、有資格のヘルパーに担当させている。サービスＡの目
的に即してサービスを提供できていない現状である。

事業の利用者にとって、これまでのサービスを60分→45分に短縮した理由
や、介護保険と訪問サービスＢ（担い手研修を受けた人）では違うメンバーが
行かなくてはならないので、利用者にとって理解しがたいものになってい
る。。また、報酬では、生活援助として同じサービスを行っているのに処遇改
善費が付かないことはおかしいし、研修に事業所が負担を負って時間も費や
してしまうのは大変だ。しかし、担い手は近隣の人に声をかけてもなかなか集
まらない。

ニーズがあるのは確認できているが、対応できるW.Coメンバーが足りていな
い。横浜市は対応者の研修受講のハードルは低いが、川崎市は年に数回し
か研修受講がなく、地域によりさまざま。

 

3
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組織 自治体 事業所・W.Co名 事業種別 サービス種別 実施の有無 利用者人数 運営方法 課題

22 横浜市 W.Cｏおひさま 訪問 現行相当 有 9 介護保険同様

23 横浜市 W.Cｏおひさま 訪問 サービスＡ 有 3 介護保険同様

24 横浜市 W.Coぴいす 訪問 現行相当 有 16 介護保険同様

25 横浜市 W.Coゆかり 訪問 現行相当 有 14 介護保険同様

26 横浜市 W.Coゆかり 訪問 サービスＡ 有 0 介護保険同様

27 川崎市 生活リハビリクラブ麻生 訪問 現行相当 有 42 介護保険同様

28 川崎市 生活リハビリクラブ幸 訪問 現行相当 有 18 介護保険同様

29 川崎市 W.Coあやとり 訪問 現行相当 有 13 介護保険同様

30 川崎市 W.Coあやとり 訪問 サービスＡ 有 0 介護保険同様

31 川崎市 W.Coほほえみ 訪問 現行相当 有 16 介護保険同様

32 川崎市 W.Coほほえみ 訪問 サービスＡ 有 0 介護保険同様

33 川崎市 W.Coさんさん 訪問 現行相当 有 20 介護保険同様

34 川崎市 W.Coさんさん 訪問 サービスＡ 有 0 介護保険同様

35 川崎市 W.Coにじ 訪問 現行相当 有 15 介護保険同様

36 川崎市 W.Coにじ 訪問 サービスＡ 有 0 介護保険同様

37 川崎市 W.Co栞 訪問 サービスＡ 有 0 介護保険同様

38 相模原市 はっぴー 訪問 現行相当 有 24
主に地域包括支援Ｃ
からの依頼。介護保険
同様のサービス内容。

39 相模原市 はっぴー 訪問 サービスＡ 有 1
研修を受けたヘルパー
がケアに入っている。

40 相模原市 W.Coあいわ 訪問 現行相当 有 28 介護保険同様

41 相模原市 W.Coあいわ 訪問 サービスＡ 有 1 介護保険同様

42 厚木市 W.Coみんなの手 訪問 現行相当 有 22 介護保険同様

42 厚木市 W.Coみんなの手 訪問 サービスＡ 有 0 介護保険同様

大手事業所がサービス提供しないことについて、相模原市として対応をとって
ほしい。サービスＡについては、依頼自体がほとんどない。

ニーズがあるのは確認できているが、対応できるW.Coメンバーが足りていな
い。横浜市は対応者の研修受講のハードルは低いが、川崎市は年に数回し
か研修受講がなく、地域によりさまざま。

ニーズがあるのは確認できているが、対応できるW.Coメンバーが足りていな
い。横浜市は対応者の研修受講のハードルは低いが、川崎市は年に数回し
か研修受講がなく、地域によりさまざま。
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組織 自治体 事業所・W.Co名 事業種別 サービス種別 実施の有無 利用者人数 運営方法 課題

44 海老名市 あい 訪問 現行相当 有 24 介護保険同様

45 逗子市 こだま 訪問 現行相当 有 13 介護保険同様

46 逗子市 こだま 訪問 サービスＢ 有 0

コーディネーターを配
置し、担い手研修6名
受講。料金はコミ・オプ
と同じ。

47 葉山町 生活リハビリクラブ葉山 訪問 現行相当 有 20 介護保険同様

48 葉山町 くるまやさん 訪問 サービスＤ 有 8
一般介護予防事業対
象サロンへの送迎

49 鎌倉市 W.Coであい 訪問 現行相当 有 50 介護保険同様

50 鎌倉市 W.Coであい 訪問 サービスＡ 有 0 介護保険同様

51 逗子市 W.Coよつ葉 訪問 現行相当 有 40 介護保険同様

52 藤沢市 W.Coえんじょい 訪問 現行相当 有 32 介護保険同様

53 藤沢市 W.Coえんじょい 訪問 サービスＡ 有 4 介護保険同様

54 藤沢市 ラポール城南 訪問 現行相当 有 17 介護保険同様

55 藤沢市 ラポール城南 訪問 サービスＡ 実施しない

56 藤沢市 ラポール城南 訪問 サービスＢ 実施しない

57 藤沢市 ラポール城南 訪問 サービスＤ 実施しない

58 平塚市 笑顔 訪問 現行相当 有 9
他事業と分配金を変え
ずに運営

59 平塚市 笑顔 訪問 サービスＡ 有 37

他事業と分配金を変え
ずに運営。処遇改善加
算手当は事業所負担
している。

60 平塚市
地域介護サービスセン

ターラポール平塚 訪問 現行相当 有 1 介護保険同様 支援にあたる人材確保

61 茅ケ崎市
生活リハビリクラブ

茅ケ崎 訪問 現行相当 有 14 介護保険同様

62 茅ケ崎市
生活リハビリクラブ

茅ケ崎 訪問 サービスＡ 有 12 介護保険同様

・サービス検討会を開きながら市と協議し、2018年6月からモデル事業として
実施している。
・訪問型サービスＢは依頼があるが、なかなか条件が合わずサービスの実
施に至っていない。サービスＢで求められているのは短時間のゴミ出しがほ
とんどで、朝早くの訪問は難しい。本来なら近隣の地域住民を組織して行うべ
きだろうが、地域住民になくまだその意識はなく、考え方も浸透していない。

訪問型サービスＡは生活援助のみであるため、介護保険の生活援助と同様
に提供時間は極力45分にしたいが、地域包括支援センターなどの理解が得
られず1時間で対応しているケースがある。サービス内容の検討も含め45分
としたい。10月からの報酬改定で減収となった際、今後の受け入れについて
検討する。

経営面を考えると、実施には二の足を踏んでしまう。それと担い手の不足もあ
る。担い手をまとめる側も手探りでは、定着化はまだまだ先になると予測でき
る。
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総合事業に関する調査のまとめ(通所事業）

自治体 事業所・W.Co名 事業種別 サービス種別 実施の有無 利用者人数 運営方法 課題

1 横浜市 生活リハビリクラブ鴨居 通所 現行相当 有 6 介護保険同様 経営上、現状以上の受け入れは難しいと考えている。

2 横浜市 くまさん 通所 現行相当 有 33 介護保険同様

3 横浜市 まいそる 通所 現行相当 有 7
介護保険利用者と一体でのサービス提
供を実施

要支援者の受入れは一定枠を決めている。1週12枠、1曜日2枠とし
ている。要支援者の介護報酬は、要介護者のおよそ6割で収入減と

4 横浜市 まいそる 通所 サービスＢ 検討中 適切な場所の確保及び財源確保、補助金申請が課題

5 横浜市
Ｄａｙひよし
Ｄａｙにっぱ

通所 現行相当 有 60 介護保険同様

6 横浜市 Ｄａｙふかや 通所 現行相当 有 19 介護保険同様

7 横浜市 Ｄａｙいのやま 通所 現行相当 有 19 介護保険同様

8 横浜市
デイサービスセンターラ

ポール西寺尾 通所 現行相当 有 5 介護保険同様 単価が安い

9 川崎市 生活リハビリクラブ麻生 通所 現行相当 有 12 介護保険同様

10 川崎市 生活リハビリクラブ幸 通所 現行相当 有 4 介護保険同様

11 川崎市 Ｄａｙかしまだ 通所 現行相当 有 39 介護保険同様
総合事業利用者受け入れ人数(制限)の課題。定員数の中で多く受
け入れると事業採算が低くなる。

12 相模原市 生活リハビリクラブ橋本 通所 現行相当 有 5 介護保険同様

14 葉山町 生活リハビリクラブ葉山 通所 現行相当 有 8 介護保険同様

15 鎌倉市
Ｄａｙ大町いしだ
Ｄａｙサロンはる

通所 現行相当 有 79 介護保険同様
総合事業利用者受け入れ人数(制限)の課題。定員数の中で多く受
け入れると事業採算が低くなる。

16 藤沢市 Ｄａｙいちいの木 通所 現行相当 有 22 介護保険同様
総合事業利用者受け入れ人数(制限)の課題。定員数の中で多く受
け入れると事業採算が低くなる。

17 藤沢市
地域介護サービスセン

ターラポール藤沢 通所 現行相当 有 11 介護保険同様 単価が安い

18 茅ケ崎市
生活リハビリクラブ

茅ケ崎 通所 現行相当 有 10 介護保険同様

19 茅ケ崎市
生活リハビリクラブ

茅ケ崎 通所 サービスＡ 有 0 介護保険同様 2017年より実施しているが、利用者はいない

20 平塚市 ＴＯＭＯ 通所 現行相当 有 1
地域密着型で入浴や生活機能向上の
ための体操等を実施

サービスＡを始めるためには、拠点となる施設型の事業を展開する
のには狭い。運営を担う人員も確保できない等り、実施していない。

21 平塚市 ＴＯＭＯ 通所 一般介護予防 有 10～20
地域の方を対象に月1回（第4日曜日）
体操、ボランティアによる演奏会、唄を
歌う会等を通いの場事業として実施

総合事業利用者受け入れ人数(制限)の課題。定員数の中で多く受
け入れると事業採算が低くなる。
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●単独型　■常設型　㊕交流主体特定型　㋕コミュニティ・カフェ型　㋠地縁型組織運営型　連：連携型 ＊類型の考え方については、最終ページを参照

(自主事業) （助成）

1 ●
㊕
連

横浜市
緑区

介護予防 W.Coくまさん 花ようサロン 横浜市緑区鴨居5-29-8 高齢者 月１回 150,000 70,000 0 220,000 220,000 特定メンバー
1人：2ｈ分
3人：1ｈ分

製菓1人：2h分
有料

転倒予防体操、ボランティアによるいろいろな催し（フラダン
ス、コーラス、大正琴等）鑑賞や折り紙で作品作り等
（ワーカー、OB,ボランティア）、参加費(100円）

2
㋕ 横浜市

緑区
交流 W.Coくまさん くまさんサロン 横浜市緑区白山3-1-9 地域住民 年数回 20,000 0 0 20,000 40,000 全員が交代 ワーク代2ｈ 有料

地場野菜を使ったカレーライスを大人300円・子ども100円で提
供
子ども縁日とクリスマス作り

3 連
横浜市
緑区

交流

生活リハビリクラブ
鴨居運営会議
（組合員とW.Coひま
わり）

鴨カフェ
横浜市緑区鴨居町2430
－1

誰でも 月１回 0 0 0 0 8,000 特定メンバー 無し 有料
参加費100円、お茶代100円
地域の方のお茶のみの場として講座（ヨガ）開催後、コーヒー
を飲んでいる。

4
㋕
連

横浜市
緑区

食事会
アソシエーションて
らこやとW.Coひまわ
り（ボランティア）

こどもごはん
横浜市緑区鴨居町2430
－2

親子 月１回 0 0 0 0 0 特定メンバー 無し 有料

大人300円、子ども100円
アソシエーションてらこや（学習支援団体）と共催で開催。こ
どもにも調理してもらう。
緑区地域課題チャレンジ提案事業から（学習支援と合せての金
額）

5 連
横浜市
緑区

交流 緑地域協議会準備会 るるる*サロン るるる＊緑館 誰でも
月1回第4
日曜AM

リーダー層＋α 無し 無料

地域の方へ活動を知らせる。　居場所つくり

6
㊕
連

横浜市
緑区

認知症サ
ポート 緑地域協議会準備会

＋十日市場ケアプラ
るるる*カフェオ
アシス

るるる＊緑館 高齢者･
家族

月1回第4
日曜PM

リーダー層＋α 無し 無料

ケアプラザと共に企画。域の方への居場所つくり。認知症カ
フェ。(家族の方と本人)

7 連
横浜市
緑区

その他（食
の広報）

緑地域協議会準備会 るるる＊キッチン るるる＊緑館 誰でも 年3～4回 リーダー層＋α 無し 無料

地域に消費材の良さを知らせる

8 連
横浜市
青葉区

交流 青葉連絡会議 サロン
家事介護W.Coここあ事
務所

誰でも 月１回 リーダー層＋α 無し 無料
組合員、地域の方に活動・拠点を知らせる。消費材の紹介や健
康チェックも実施

9
横浜市
都筑区

交流 W.Coふれあい都筑 ふれあいサロン
横浜市都筑区荏田南5-
8-17

地域住民 月１回 0 200,000 全員が交代
リーダーのみ

2000円
無料 近くの障害者施設で年2回コンサートなどイベントを行う

10
横浜市
都筑区

交流 W.Co　円 ﾘﾌﾚｯｼｭｻﾛﾝ心葉
横浜市都筑区中川中央
１－３９－１１L＆Sハ
ウス港北内

高齢者・
その他

週1回 175,000 230,000 0 405,000 385,000 特定メンバー
担当手当て

月2000円×8人
有料

コーラス　手芸　映画鑑賞　脳トレ　お茶の会など
参加費300円
つづきふれあい助成金

11 ● ㋠
横浜市
港北区

交流
パートナー元メン
バーと地域住民

華の会 横浜市港北区高田西3
主に町会
住民

月１回 0 0 0 0 0 特定メンバー 無し
お茶代１０

０円
朗読会・体操・歌・ウクレレ・好きなこと・13時半から15時半
会場費は免除されている

12
横浜市
港北区

交流 W.Co路 うェるびィーサロン
横浜市港北区日吉5-21-
31　日吉センター

高齢者
月10回程
度以上

485,000 0 0 485,000 710,641 全員が交代 720円 有料

組合員対象、高齢世代の生き甲斐・活躍の場とした目的、
企画内容により利用金額は異なる。
※屋外は、バードウォッチングや散策等、詳しい方を講師に企
画として開催している。

13 ●
横浜市
西区

交流
W.Co た す け あ い
ぐっぴい

サロン「ばあぁば
の家あさだ」

横浜市西区境之谷30-6 誰でも 週2回 335,000 100,000 0 435,000 570,000 特定メンバー 無し 有料 多世代交流（週２回・200円/回）、

14 ●
横浜市
西区

子育て支援
W.Co た す け あ い
ぐっぴい

ぐらんまのいえ 横浜市西区境之谷30-6 親子 週3回 104,800 3,632,000 0 3,736,800 3,736,834 特定メンバー 930円 有料 親子のつどいのひろば事業

15 ● ㊕
横浜市
西区

介護予防
W.Co た す け あ い
ぐっぴい

サービスB 横浜市西区境之谷30-6 高齢者 週1回 0 600,000 0 600,000 600,000 特定メンバー
コーディネー

ター1回1300円
有料 要支援者・高齢者の介護予防　参加費1回200円

16
横浜市
栄区

交流 W.Coたすけあい栄 たまり場 たすけあい栄事務所 誰でも 月１回 90,000 0 0 90,000 85,000 特定メンバー 1回1,000円 有料

１０時～１５時開催。好きな時間に来て、好きなときに帰る。
絵手紙・手芸・おしゃべり・料理・健康体操など自由に行う。
準備・片付けなどは参加者みんなで行う。
参加費200円

17 ㊕
横浜市
栄区

子育て支援
栄子育て支援W.Coス
キップ

スキップひろば スキップ保育室 子ども
（親子）

月１回 リーダー層＋α 無し
無料（企画
により材料
実費）

スキップひろば

18 ■
横浜市
戸塚区

交流・子育
て支援・そ
の他

W.Coたすけあい戸塚
ふれあい広場よつ
ば

横浜市戸塚区上倉田町
391-5　T&Rハウス1階

誰でも
月～金
常設

0 360,000 0 360,000 1,880,000 リーダー層 1回1,100円
無料
有料

ケーキ・お茶の自由な日
折り紙月2回、麻雀月2回、編み物月2回、よつばサロン月1回、
親子サロン月1回、バザー月1回、介護相談日
基本平日毎日：13：00～16：00
参加費100円～200円
戸塚区社協ふれあい助成金
（理事1名、ひろばスタッフ4名会員、計5名）

19
横浜市
戸塚区

交流 W.Coまいそる 健康マージャン
戸塚区上柏尾町244番地
デイサロン花りん

地域住民 月２回 24,000 0 0 24,000 24,000 全員が交代 1回1,000円 有料
第2．第4日曜日
健康マージャン
フロアー使用料500円

年間経費
スタッフのかか

わり方
参加スタッフの

ワーク代
参加費合計事業高／年 事業内容・備考実施場所 対象 回数

事業高／年 事業高／年
(委託事業)

行政区 種別 運営主体 名称
類型
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(自主事業) （助成）

20
横浜市
戸塚区

交流 W.Coまいそる
「花りんの木の下
で」

戸塚区上柏尾町244番地 地域住民 月１回 96,000 0 0 96,000 96,000 地域福祉担当者 1回1,000円 有料
参加費：100円～500円
コンサート2回、講座1回、カフェ9回
コンサート、講座（傾聴・コーヒーの入れ方）

21 ●
横浜市
戸塚区

交流 W.Coまいそる
フレアカーサ（高
齢 者 専 用賃 貸住
宅）活用

戸塚区品濃町296番地 地域住民 月１回 370,000 0 0 370,000 370,000 地域福祉担当者
有　生活支援員

人件費として
有料・無料 生活援助業務週2回、カレーランチ1回、花札・折り紙教室2回

22
横浜市
戸塚区

交流 オープンデイ Ｄａｙふかや 誰でも
月1回第3
日曜日

リーダー層＋α 無し 無料 地域の居場所拠点やデイサービスの紹介を通しての地域交流

23
横浜市
鶴見区

交流
W.Coたすけあいつる
み

さろんえんがわ
横浜市鶴見区馬場2-12-
21

地域住民 月１回 0 30,000 有志 無し 有料
参加費１００円
つるし雛づくり、その他作品づくり、健康麻雀等参加者に合わ
せて　9：30～12：30

24 ● ■ ㋠
横浜市
港南区

交流
コミュニティルーム
ここ（たすけあい心
ＯＢ）

コミュニティルー
ムここ

横 浜 市 港 南 区 野 庭 町
665-1-113

誰でも 週4回 100,000 215,000 0 315,000 3,000,000 全員が交代 無し 有料

W.Co港南たすけあい心の元W.Coメンバーによる任意団体が運
営。
各種教室、イベント、リサイクル品販売、食事会、お茶のみと
話し相手
お茶代・イベント参加費は有料

25 ● ㊕
横浜市
港南区

その他（就
労準備講
座）

NPO法人ワーカー
ズ・コレクティブ協
会

居場所ぽらん

横浜市港南区港南中央
2-17-61-429　パークコ
リーナ　ブルックコー
ト429号

生活困窮者週2回 リーダー層
有

制度の中で
無料

今は、横浜市の就労準備支援事業での事前講座が主。それ以外
にはっぴいさんの集まりや実習した人の同窓会などに利用して
いる。
１０月以降に新たに神奈川区で居場所開所予定。
神奈川区で開所した場合は、相談、カフェ、就労準備講座（自
主）、コミュニティ食堂、生活支援総合事業B型など展開予定。
今の場所は坂の上とマンションのため、いつでもオープンとい
う形にはなっていない。
横浜市就労準備支援事業の中の事前講座として家賃3万円光熱
費、スタッフ講師人件費。年間経費は横浜市就労準備支援事業
の中に含まれる。

26 連
横浜市
神奈川区

その他（健
康支援）

神奈川地域協議会 健康チェック リアンかながわ 誰でも 月１回 リーダー層＋α 無し 無料 地域の方へ呼びかけ健康チェックを実施

27
横浜市
金沢区

交流 W.Coオリーブ 日曜☆サロン
横浜市金沢区
柳町3-16

高齢者 年数回 28,325 0 0 28,325 66,000 特定メンバー
当日4ｈ×956

円、3人

有料（1000
円・昼食
代、材料

費）

レクレーション、運動、歌、ゲーム、制作等
参加費1,000円（昼食代・材料費）

28 連
横浜市
金沢区

交流
W.Coオリーブとコン
パスの共催

サロンＮＯＡＨミ
ニコンサート

横浜市金沢区
柳町3-16

誰でも 年数回 10,000 0 0 10,000 12,000 特定メンバー
当日2ｈ×956

円、3人
無料

コンサート（今年度はトーンチャイム）

29 ●
横浜市
金沢区

交流 W.Co　コンパス うたごえ
横浜市金沢区 柳町地
域ケアプラザ

誰でも 月１回 103,550 0 0 103,550 77,896 特定メンバー 400円／ｈ 有料
参加費500円、歌集とお茶付き
伴奏者はメンバー外、年2回謝礼有

30 ● 連
横浜市
金沢区

交流 W.Co コンパスとケ
アプラザの共催

食事会（ほっとす
ぺーす）

横浜市金沢区 柳町地
域ケアプラザ

高齢者 月１回 236,400 0 0 236,400 197,325 特定メンバー 400円／ｈ 有料
参加費は600円
ケアプラザとの共催企画、食後に催し物有

31
横浜市
金沢区

交流 W.Co　コンパス 健康麻雀
デイサービスセンター
ＮＯＡＨや柳町地域ケ
アプラザ

誰でも
月3回+3
回

805,650 0 0 805,650 455,276 特定メンバー 400円／ｈ 有料
参加費：1時間250円
1回、4時間を設定しているが、参加時間は自由

32
横浜市
金沢区

交流 W.Co　コンパス サロン

柳町コミュニティハウ
ス・デイサービスセン
ターＮＯＡＨ （横浜
市金沢区柳町・金沢文
庫）

地域住民 年数回 63,000 0 40,800 103,800 85,466 特定メンバー 400円／ｈ 有料

「遺言と相続がよくわかる講座」「在宅医療こと一緒に考えま
せんか」シャンソンコンサート、ミニコンサート（トーンチャ
イム）委託事業：W.CoオリーブのＮＯＡＨサロンの食事作り
500円×3、1,500円

33
㊕
連

横浜市保
土ヶ谷区

認知症サ
ポート

ラポール三ツ沢と２
W.Co（むすびとくっ
くＳＵＮ）

オレンジカフェ
横浜市保土ヶ谷区峯沢
町325-1 ラポール三ツ
沢

高齢者 年６回 特定メンバー
有　組織活動費

1時間800円
有料

参加費200円くらい
高齢者やその家族対象に、いろいろな身に講座やスポーツ･ゲー
ムなど

34 連
横浜市保
土ヶ谷区

交流
W.Coむ す び と W.Co
くっくＳＵＮ

ラポールシアター
横浜市保土ヶ谷区峯沢
町325-1 ラポール三ツ
沢

誰でも 年６回
W.Co組織活動費

1時間800円
有料

参加費150円以内
邦画、洋画鑑賞
夏休みには子供向けアニメを上映

35 ● ■ ㊕
横浜市
磯子区

子育て支援
W.Coハッピーママプ
ロジェクト

親と子のひろば
だっこ

横浜市磯子森5-16-15丸
八ビル101

親子 週4回 5,003,000 5,003,000 5,271,696 全メンバー
有　シフト制・
時給制による賃

金支払い

一日会員200
円

親子が安心して過ごせる居場所の提供

36
川崎市
麻生区

交流 W.Co　こもれび ザ・キルト
川崎市麻生区東百合丘
3-2-7　生活館２F

地域住民 月１回 0 0 0 0 22,320 特定メンバー
担当者１名の

み、９３０円×
2ｈ

有料

パッチワークの好きな人が集まり、おしゃべりしながら楽しく
各自持ち寄ったパッチワークを行う。地域のたまり場の役割を
している。
参加費１００円

37
㊕
連

川崎市
麻生区

認知症
その他（地
域のたまり
場）

麻生運営会議(生活ﾘ
ﾊﾋﾞﾘｸﾗﾌﾞ麻生）

オレンジカフェ
ひなたぼっこ

川崎市麻生区東百合丘
3-2-7　デイサービスフ
ロア

誰でも 月１回 0 0 0 0 55,000 全員が交代
担当者と企画担

当者は、
930円×2ｈ

有料

つるし雛作り、パステル画、チベット体操、ボーリング、カラ
オケ、ケーキ作り、一輪車ショー、マーマレードつくり、クリ
スマスコンサートなど
参加費１００円と材料費
地域包括、麻生コモンズ、W.Coそよ風がメンバー、こもれびか
らは別途担当者１名が参加

年間経費
スタッフのかか

わり方
参加スタッフの

ワーク代
参加費合計事業高／年 事業内容・備考実施場所 対象 回数

事業高／年 事業高／年
(委託事業)

行政区 種別 運営主体 名称
類型

 

4
2
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(自主事業) （助成）

38 ● ■
川崎市
麻生区

交流 W.Coグループとも みんなの居場所「はなもも」川崎市麻生区王禅寺西
1-25-4

誰でも
　　月～
金常設

456,030 100,000 0 556,030 2,500,000 全員が交代 １回７００円 有料
居場所での趣味のサークル、講演会、コンサート
参加費　200～500円

39 ㋠
川崎市
麻生区

交流
W.Coグループとも活
動会員

おしゃべり会「ほ
おずき」

川崎市麻生区王禅寺西
3-26-6

誰でも 月１回 0 全員が交代 無し 有料 おしゃべり会  料金はお茶代

40 ㋕
川崎市
麻生区

食事会 W.Coグループとも 菜の花会
川崎市麻生区王禅寺西
3-26-6

誰でも 月１回 300,000 全員が交代 2500円

41
川崎市
麻生区

交流 W.Coあいあい 会食会
川 崎 市 麻 生 区 東 百 合
丘、王禅寺西

高齢者 年3回 15,000 0 0 15,000 30,000 全員が交代 無し 有料 W.Coそよ風に送迎を依頼し実施

42
川崎市多
摩区

交流 W.Coくるみ くるみカフェ くるみ事務所 誰でも 月１回 7,200 50,000 0 57,200 50,000 有志 無し 有料

赤い羽根共同募金からの助成、経費として使用（チラシ印刷
代・ポスティング・その他）
居場所での趣味のサークル・講演会・コンサート、茶話会、折
り紙、カルタ、絵手紙等
参加費２００円

43
川崎市多
摩区

交流 W.Coくるみ 地域交流会 くるみ事務所 誰でも 年４回 36000 50,000 0 86,000 50,000 全員が交代
担当者のみ2000
円、交通費400

円
有料

赤い羽根共同募金からの助成、経費として使用（チラシ印刷
代・ポスティング・イベント費他）
イベント企画(フラダンス、楽器演奏、手品等)
参加費５００円

44
川崎市
多摩区

交流 W.Coやどりき 上布田カフェ
川崎市多摩区布田29-10
上布田つどいの家

誰でも 月２回 0 50,000 特定メンバー
有

900円/時
有料

参加費300円：コーヒー・ケーキ
紙芝居、体操、マジック

45
川崎市
多摩区

交流 W.Coやどりき 手芸サークル
川崎市多摩区布田29-10
上布田つどいの家

誰でも 月１回 0 25,000 特定メンバー
有

900円/時
有料

参加費500円：材料費・お茶代

46
川崎市
多摩区

交流 W.Coやどりき 健康マージャン
川崎市多摩区布田29-10
上布田つどいの家

誰でも 月１回 0 25,000 特定メンバー
有

900円/時
有料

参加費300円：お茶代

47 ●
㊕
連

川崎市
多摩区

交流 多摩連絡会議 たまたまサロン ピアタウン・たま その他
（男性介
護者）

年６回 リーダー層＋α 無し 無料
男性介護者の集い、簡単料理教室等その都度テーマが異なる。
最近では健康チェックも同時開催

48
川崎市
中原区

交流 W.Coぱんじぃ ミニデイ
玉川小学校ふれあいデ
イサービスセンター

誰でも 月１回 41,100 0 0 41,100 104,000 全員が交代 実働分 有料

ボーリング、ゲーブルゲーム、身体を使ったゲーム、納涼会、
ミニ運動会、クリスマス会、お正月遊び、うちわ作り、新聞紙
や包装紙を使った紙袋作り、パステル画、桜のカードづくり
参加費300円　第3土曜日10：00～12：00

49
川崎市
中原区

交流 W.Coぱんじぃ はんじいひろば
川崎市中原区木月3-5-
22ホワイトパレス202

誰でも 年数回 3,900 0 0 3,900 26,000 全員が交代 実働分 有料
バスボム作り、絵手紙、テーブルゲーム
参加費300円

50
川崎市
中原区

交流 W.Coぱんじぃ ダブルケアカフェ
川崎市中原区木月3-5-
22ホワイトパレス202

誰でも 年数回 3,400 0 0 3,400 6,000 全員が交代 実働分 有料
・育児や介護の悩みを語り合う。
･２００円

51 ㋕
川崎市
宮前区

食事会 W.Coキャンディ こども食堂
すきっぷドレミ園分園
１F

誰でも 月２回 48,000 132,000 180,000 200,000 特定メンバー 有 なし みんなで夕食を作り、一緒に食べる

52
㊕
連

川崎市
宮前区

子育て支援

かわさき生活クラブ
生協ふれあい広場推
進会議（キャン
ディ・生活クラブ）

親と子の
ふれあい広場・ふ
れあいデイ

川崎市宮前区宮崎２－
１－１生活クラブ高津
センター

親子 月２回 31,000 0 0 31,000 リーダー層 有 有料

高津センターを拠点に子育てしやすい環境を組合員が自ら考
え、子育て中のママや子育てに関わる人の居場所づくりやたす
けあいのネットワークを広げる事をめざし、地域の親子が集い
コミュニケーションを図るための居場所です。
保育士による手作りおもちゃの紹介、パネルシアター、読み聞
かせ、ふれあい遊びなど楽しい企画を用意しています。

53
川崎市
宮前区

交流 Ｗ.Ｃｏオプティ連
主催

ふらっとカフェ
※空き事務所（家事介
護W.Coさんさん事務所
並び）

誰でも 月１回 リーダー層＋α 無し 無料
組合員、メンバー、地域の方が交流、情報交換の場として開催
消費材の紹介や健康チェックも実施

54 ㊕
川崎市
高津区

子育て支援 W.Coびすけっと 親子サロン
主に二子こども文化セ
ンター川崎市高津区二
子5-14-11

親子 月１回 200,000 0 200,000 39,000 全員が交代 無し 無料

「わらべ歌と絵本で子育て」や「子どもの歯磨き」「リフレッ
シュ料理教室」等テーマを決めて外部講師を招き、10:00～
12:00まで親子で過ごしてもらう。

55
川崎市川
崎区

交流 たすけあいまりん
まりんのひろば
フェルデンクライ
スメゾット体操

川崎市川崎区渡田1-5-
3(事務所の１階）

誰でも 月２回 有志 無し 有料
３００円／回
フェデンクライスメゾットの先生をボランティア価格で依頼

56 ● ㋕
川崎市川
崎区

食事会 たすけあいまりん
まりんのひろば
食事会

川崎市川崎区渡田1-5-
3(事務所の１階）

誰でも 年６回 30,000 有志 無し 有料 ６００円／食

57
川崎市
幸区

交流 W.Coメロディー メロディーココ
川崎市幸区南幸町2-4-2
ビ ク セ ル 川 崎 101
生活リハビリクラブ幸

誰でも 月１回 63,800 0 0 63,800 66,566
理事中心で他の
メンバーも参加

無し 有料

手芸・体操などを楽しみ、軽食を用意する。
区役所・社協・町内会等に広報
参加費は100円～300円

年間経費
スタッフのかか

わり方
参加スタッフの

ワーク代
参加費

99,750 399,750 200,000

合計事業高／年 事業内容・備考実施場所 対象 回数
事業高／年 事業高／年

(委託事業)
行政区 種別 運営主体 名称

類型

 

4
3
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(自主事業) （助成）

58 相模原市 交流 W.Coベル 茶話会
相模原市南区東林間5-
6-6　ベル事務所

誰でも 年６回 12,000 0 0 12,000 12,000 特定メンバー 無し 有料
手芸・トランプ・企画もの（お菓子作り、寄せ植え、しめ縄作
り他）
参加費300円、茶話会担当メンバー（ベルメンバー）

59 ㊕ 相模原市 介護予防 W.Coはっぴー
ご 近 所 体操 はっ
ぴー

相模原市緑区二本松1-
17

高齢者 月２回 0 48,000 特定メンバー 500円/回 有料

参加費３００円
毎月第1・第3水曜10：00～10：30 窪の淵公園で体操と太極拳
を実施。（相模原高齢者支援センター）

60 相模原市 交流 W.Coむすびって
相模原市緑区橋本台1-
18-10パ スト ラル 長田
103・201

地域住民 月１回 0 0 30,000
特定メンバーと

リーダー層
無し 有料 参加費は0～400円

61 相模原市 交流 W.Coあいわ 「ミモザの食卓」
家事介護W.Coあいわ事
務所

誰でも
月1第3土
曜日

リーダー層＋α 無し 無料 消費材を活用した調理提案を通しての交流企画

62 ㊕ 厚木市 子育て支援 W.Coくれよん
くれよんおやこひ
ろば

厚木市飯山2120-6
子ども
（親子）

週1回 264,000 0 264,000 特定メンバー あり

有料
材料費がか
かる場合は

材料費

・ベビーマッサージ（外部講師）・わらべ歌　・楽しい教室
（企画物）・おしゃべりひろば　毎週木曜日につき1回づつ開催
上記3講座は10：30～だが利用者の要望を受け毎回9:30開催　お
弁当持ちで13：00まで　　　おしゃべりひろばは10：00～11：
30
地域育児センター事業補助金
504000円＋204000円は経費申請分を補助金でもらう+スタッフ人
件費

63 ● ㋕ 大和市 食事会
桜の森・親子サポー
トネット

わにわに食堂
大和市上草柳１７６－
４ヴエルドミール102

誰でも 月１回 81000 204,000 0 285,000 285000 交通費
子ども無料
大人３００

円

大和市こども食堂支援事業として、わにわに食堂を月1回16：30
～19：30開催。場所は、小学校の近くにあり放課後子どもたち
のたまり場になっているマンションの1室で行っている。保育園
の卒園児がその他の小学生に声かけして参加者が広がってい
る。

64 ●
㊕
連

大和市 子育て支援
桜の森・親子サポー
トネットとW.Co森の
はらっぱの共催

みんなのスペース
わにわに　親子の
ひろば

大和市上草柳１７６－
４ヴエルドミール102

親子 週3回 686000 0 0 686,000 686000 ８００円／ｈ 有料

常設型親子のひろば。対象：未就学の子どもと、お母さんお父
さんなど保護者の方。
開所日：月・水・金（祝日・お盆・年末年始はお休み） 10：
00～15：00
場所は、わにわに食堂と同じ。

65 ●
㋕
連

海老名市 食事会

居場所を考える会
（ポケット・どりー
む・あい・さがみ生
ク・海老名コモン
ズ・海老名ネット・
WE２１ジャパン海老
名）

居場所を考える会
「みんなでごは
ん」

公共施設等（文化会
館、市民サポートセン
ター、ポケット１F等）

子ども・
高齢者・
誰でも

年数回 55,000 50,000 105,000 105,000
特定メンバーそ

の他
無し

有料（大人
300円・こど

も100円）

特定の場所は今のところないので、公共施設を借りてチラシを
巻き、昼食が夕食を提供して個食の子どもや高齢者を対象に食
事会を開いている。2018年度はキリン福祉財団から助成金を受
けることが出来た為、年6回の開催をする予定。今後は、小楯の
場所を確保して、固定の場所で継続的な食事会をして、さまざ
まな人の居場所をめざす。

66 連 座間市 交流

NPO法人 ワーカー
ズ・コレクティブ
ごむのき
サロン・はなもも運
営委員会（共催：立
野台地区社協）

サロン
はなもも
日曜サロン

座間市立野台1－8－37
デイサービス
カナンの家

誰でも 年10回 120,500 0 0 120,500 100,474 特定メンバー 無し 有料

2013年4月からカナンの家の職員と地域の賛同者が中心になって
発足。
近所のどなたでも気楽に集える居場所、のキャッチフレーズで
自治会の回覧や口コミでＰＲしている。
開催は、8月と12月を除いて毎月第3土曜日。年10回の開催で
す。
時間は、11時から14時の3時間、参加費は500円
昼食をはさんで、手芸や会話、麻雀などで楽しく過ごす。
利用者、スタッフともに会費を払い、Ｈ２８年度は延べ２４１
人参加、参加者は毎回14人から18人で、スタッフが10人前後参
加する。

67 綾瀬市
交流認知症
サポート
その他

W.Co カフェ・ソー
レ

“みんなのたまり
場”W.Coカフェ・
ソーレ

綾瀬市上土南１－８－
１９

高齢者
誰でも

年数回 0 0 0 0 0

その他
（企画により関
わるメンバーを

決める）

無し
企画により
参加費を頂

く

不定期であるが企画を実施（内容により有料）。壁面を障がい
者団体や絵画サークルの発表の場（無料）。カフェ（有料）を
中心とした居場所であるため、高齢者や地域のサークルの人た
ちのたまり場となっている。

68 ㊕ 横須賀市 子育て支援 W.Coキッズポケット ぽっかぽかひろば 横須賀市久比里1-19-10

親子（8
月のみ小
中高生・
高齢者）

週1回 23100 0 0 23,100 47,000

特定メンバー他
団体への委託と
元メンバーのボ

ラ参加

通常ワーク代
委託者・ボラは

交通費
有料

保育室の玩具で遊ぶ。みんなで昼食。
絵本の読み聞かせ。お帰り。
１家族で１００円

69 ㊕ 横須賀市 子育て支援 W.Coキッズポケット おもちゃのひろば 横須賀市久比里1-19-10 親子 年数回 2400 0 0 2,400 4,000 特定メンバー
通常ワーク代

委託者・ボラは
交通費

有料
東京おもちゃ美術館を運営する（NPO）芸術と遊び創造協会推薦
のおもちゃで遊ぶ。おもちゃコンサルタントのメンバーが担当
している。１家族１００円

70 ● ■ ㊕ 横須賀市 子育て支援 W.Coキッズポケット 愛らんど追浜 横 須 賀 市 追 浜 本 町 1-
28(役所屋追浜店内）

親子 年間355
日

0 0 6,771,000 6,771,000 6,771,000 全員が交代 有 無料
10時から17時半の開所時間内に自由に来て遊ぶ。相談にも対
応。週1回お話会、月1回講座を実施。

71 逗子市 交流 W.Coこだま
ご近所サロンこだ
ま

貸会場（小坪大谷戸会
館）

高齢者 年20回 0 268,196 0 268,196 290,000 特定メンバー 無し 有料

手芸・トランプ・企画もの（お菓子作り・寄せ植え・しめ縄づ
くり等）
参加費３００円～７００円

72 葉山町 交流 W.Coのぞみ ほのぼの倶楽部
葉山町長柄1275-1
生活リハビリクラブ葉
山

誰でも 週1回 50,000 0 0 50,000 50,000 全員が交代 1,500円 有料

・地域の高齢者がいつまでも元気で安心して住み慣れた町で暮
らしていけるよう、高齢者の交流の場として生活リハビリクラ
ブ葉山の施設を開放。組合員とW.Coの共催
・福祉の情報提供と相談できる場所を設ける
・３００円/１回
・2017年10月から新拠点で開催

年間経費
スタッフのかか

わり方
参加スタッフの

ワーク代
参加費合計事業高／年 事業内容・備考実施場所 対象 回数

事業高／年 事業高／年
(委託事業)

行政区 種別 運営主体 名称
類型

 

4
4
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(自主事業) （助成）

73 連 鎌倉市 交流 鎌倉地域協議会 みんなの市 コア北鎌倉 誰でも 月１回 リーダー層＋α 無し 無料 みんなの市

74 連 鎌倉市 交流 鎌倉地域協議会 ゆうゆうカフェ スペースゆう 誰でも 週1回 リーダー層＋α 無し 無料 ゆうゆうカフェ、毎週木曜PM

75 ㊕ 鎌倉市 子育て支援 Ｗ.Ｃｏどんぐり どんぐりひろば どんぐり保育室 子ども
（親子）

月１回 リーダー層＋α 無し
無料（企画
により材料
実費）

どんぐりひろば

76 鎌倉市 交流 Ｗ.Ｃｏひだまり 陽だまりクラブ コア大町 誰でも 月１回 リーダー層＋α 無し 無料 陽だまりクラブ

77 鎌倉市 交流 W.Coピアーノ ピアーノサロン 鎌倉市5-2-3 鎌倉セン
ター

高齢者
月10回程
度以上

1,215,500 0 0 1,215,500 1,291,043 全員が交代 720円 有料

78 藤沢市 交流 W.Co宙 サロンｄｅ宙 藤沢市善行6-19-51 藤
沢センター

高齢者
月10回程
度以上

378,000 0 0 378,000 549,687 全員が交代 720円 有料

79 ■ 藤沢市 すべて W.Coほっと舎アルク
交流スペースほっ
と舎

藤沢市大庭5348-16高橋
ビル202

地域住民
1か月24
日

530,000 0 530,000 1,400,000 特定メンバー 無し 無料・有料
こども支援と地域交流祭りは月２～３回 大人500円、子ども無
料
健康体操・音楽・カラオケ等

80 ■ 藤沢市 交流
(社福）
いきいき福祉会

藤沢市
地域ささえあいセ
ンター
かるがも

藤沢市城南4-9-8ラポー
ル城南1F

誰でも

火～土
常設
（9：30
～17：
00）

3,480,000 2,600,000 4,350,000 10,430,000 4,800,000

その他（スタッ
フは橋渡し役で
基本はM利用者

間の交流を主と
している）

生活コーディ
ネーター(2

名）、市民パー
トナー（ボラン

ティア）

無料

立ち寄りは無料。オープンサークル100円／時。貸館200円／
時。講座等は別途設定。
地域住民同士のつながりや絆を大切にしながら人の和を広げ、
お互いの暮らしを協力して支え合う仕組み。
各種サークルの自主運営、講座の開催、イベントの開催などを
地域住民が主体となって実施できるためのコーディネートを行
う。
またそのような活動を行っている方々が、地域の担い手として
活動していけるようコーディネートしていく。
かるがも食堂は、藤沢市地域ささえあいセンターかるがもをご
利用の方々が、健康的に美味しい食事を摂りながら、ゆっくり
とコミュニケーションを図れることを目的に運営している。

81 藤沢市 交流 Ｗ.Ｃｏはまゆう
地域の縁側事業
（特定型）

藤沢センター会議室 高齢者
月1回第3
木曜日

0 175,000 0 175,000 175,000 リーダー層＋α 無し 無料
高齢独居等の方に対しての地域の居場所づくり。藤沢市の高齢
者保健福祉施策。
（10月から半年分の助成金）

82 藤沢市 交流 Ｗ.Ｃｏあかい実 オープンデイ Ｄａｙいちいの木 誰でも
月1回第3
日曜日

リーダー層＋α 無し 無料 地域の居場所拠点やデイサービスの紹介を通しての地域交流

83 ㊕ 藤沢市 子育て支援
Ｗ.Ｃｏほっとす
ぺーす

おやこひろば ひろば鵠沼 子ども
（親子）

月1回第3
土曜日

リーダー層＋α 無し
無料（企画
により材料
実費）

子育て世代のたまり場企画。小さいお子さんを持つ世代の交流
機会

84 ㊕ 藤沢市
その他（相
談会）

Ｗ.Ｃｏオプティ茜 福祉相談会 ひろば鵠沼
その他
（家族）

月１回 リーダー層＋α 無し 無料 ケアマネ（オプティ茜）による家族の介護等に関する相談会

85
㊕
連

藤沢市 子育て支援 藤沢地域協議会 オープンカフェ
コミュニティスペース
（施設開設準備室） 子ども

（親子）

月1、2回 リーダー層＋α 無し 無料
消費材の試食やハンドマッサージによる小さいお子さん世代向
けの交流企画

86
㊕
連

藤沢市
その他（相
談会）

藤沢地域協議会 福祉相談会
コミュニティスペース
（施設開設準備室） その他

（家族）

月１回 リーダー層＋α 無し 無料 ケアマネ（オプティ茜）による家族の介護等に関する相談会

87
㋕
連

藤沢市 食事会 藤沢地域協議会 昼食会
コミュニティスペース
（施設開設準備室）

不明
月1回第4
月曜日

リーダー層＋α 無し 食事サービスがつくる昼食を食べての交流会

88 ● 茅ヶ崎市 交流 W.Co一心 カフェサロン一心
茅ヶ崎市十間坂（らぱ
れっと）

地域住民 月１回 7,200 0 7,200 10,000
その他

役割ふり
無し 有料

参加費100円～150円
ゲーム、体操、歌など

89 連 茅ヶ崎市 交流 ぽか ぽか 運営 会議
(生活リハビリクラ
ブ茅ヶ崎）

ぽかぽかサロン
茅ヶ崎たすけあいひろ
ば

高齢者 月１回 0 0 0 0 6,000 特定メンバー 無し 有料
高齢者サロン：体操や小物作り、歌など。お茶と手作りの和菓
子付き
・参加費２００円

90 ㊕ 茅ヶ崎市 介護予防 W.Coのびのび
茅ヶ崎市転倒予防
教室

生活ﾘﾊﾋﾞﾘｸﾗﾌﾞ茅ヶ崎フ
ロア

高齢者 月１回 0 0 440,000 440,000 19,200 全員が交代
活動手当て

８００円
有料

転倒予防教室(茅ヶ崎市からの受託事業）
参加費２００円
のびのびメンバーが４人で当番制で担当

91 連 茅ヶ崎市 交流
ぽか ぽか 運営 会議
(生活リハビリクラ
ブ茅ヶ崎）

ぽかぽかかふぇ
茅ヶ崎たすけあいひろ
ば

高齢者 月２回 0 0 特定メンバー 有 有料

健康マージャンとコグニサイズ体操
参加費５００円(昼食有）、２００円（昼食無し）
運営会議メンバー以外にW.Coから２名参加

組合員対象、高齢世代の生き甲斐・活躍の場とした目的、
企画内容により利用金額は異なる。
※屋外は、バードウォッチングや散策等、詳しい方を講師に企
画として開催している。

年間経費
スタッフのかか

わり方
参加スタッフの

ワーク代
参加費合計事業高／年 事業内容・備考実施場所 対象 回数

事業高／年 事業高／年
(委託事業)

行政区 種別 運営主体 名称
類型
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(自主事業) （助成）

92 茅ヶ崎市 交流 W.Coたんぽぽひろば たんぽぽはうす 茅ヶ崎市香川3-4-5 誰でも 週2回 0 0 特定メンバー
ボラ交通費、

ワー代
有料

昼食代、お茶代実費
地域のフリースペース（月・木10時半～１５時半）

93 ㊕ 茅ヶ崎市 子育て支援 W.Coたんぽぽひろば たんぽぽはうす 茅ヶ崎市香川3-4-5
小･中学
生

夏休みの
み

0 0 特定メンバー
ボラ交通費、

ワー代
有料

夏休み小中学生のフリースペース（夏休み水曜月・木10時半～
１５時半）

94 ㋕ 茅ヶ崎市 食事会 W.Coたんぽぽひろば たんぽぽカフェ 茅ヶ崎市香川3-4-5 誰でも 月１回 0 0 特定メンバー
ボラ交通費、

ワー代
有料 不登校児等テーマに沿ったお茶会月1回　、お茶代実費

95 平塚市 交流 W.Co　TOMO
ＴＯＭＯ日曜サロ
ン

平塚市山下３７４ー２ 誰でも 月１回 0 0 0 0 10,000 特定メンバー
担当手当として
年間2000円/一

人
無料

平成２８年６月より開始。毎月１回の開催を 継続していま
す。デイサービスの休日に開催し 体操、音楽（楽器演奏、
歌）、ゲーム、紙芝居など地域の皆さんの特技や趣味を活かし
交流を図っています。作品作成時は実費徴収
メンバーより実行委員を募っている。

居場所・サロン」の類型と表示

●単独型　：デイサービスや保育サービス等に併設されず、単独で開催している。スペースの賃貸等の区別によらない。　

■常設型：週4日以上開催している。　

㊕交流主体特定型：認知症の方とその家族、男性介護者、親子等の対象を限定している開催。　

㋕コミュニティ・カフェ型：カフェや食堂のように、飲食を提供することを主とする開催。　　

㋠地縁型組織運営型：地域住民が主体となって運営している。　　

連＝連携型：複数の主体が連携して運営する開催。共同開催を含む。

790,500 790,500 830,500

年間経費
スタッフのかか

わり方
参加スタッフの

ワーク代
参加費合計事業高／年 事業内容・備考実施場所 対象 回数

事業高／年 事業高／年
(委託事業)

行政区 種別 運営主体 名称
類型
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2017年度版　コミ・オプ福祉の相互連携等に関する調査集約表 2018年10月

自治体名 事業部門 W.Co名
連携の
有無 連携の種類 具体的活動内容 提案内容の分類 提案内容

1
横浜市
青葉区

移動 アクセス 有 会議連携
各区に設置されている移動情報センターや地域活動ホーム、青葉福
祉ユニット等と会議を持ち、情報交換等をしている。 簡単には書けない。

2
横浜市
緑区

家事介護 くまさん 有
ボランティアと
の連携

「居場所」に地域のボランティア団体に来てもらい、活動を披露しても
らっている。

3
横浜市
緑区

デイサービス ひまわり 有 紹介連携
コミオプの依頼を受けた際、利用者の自宅に近い他のW.CoやNPO法
人を紹介している。 居場所 他者との交流のない方への支援対策

4
横浜市
都筑区

住まい型生活
支援

円 有

ボランティアと
の連携
相談窓口の
設置

・事業所にボランティアを受け入れている。
・横浜市都筑区の都築相談窓口を、区内のW.Co（ふれあい都築、円、
にんじん、れもんばーむ、和、デポット大丸、デポット南、エコ・アド）、横
浜北生活クラブ、NPO団体（のはらネットワーク、Ａrch）と連携して、
2010年6月から開設している。メール相談から始め、参加団体の事務
所等での相談会を毎月開催。ミニ学習会や座談会、講演会等行ってき
ており、2018年度はダブルカフェを4回／年予定している。
→2018年度は6月に福祉クラブのふくしまつりに参加してアピールした
り、9月にはダブルケアＣａｆｅを開催して活動している。

都筑相談窓口の中で、「都筑ユニット」として、各Ｗ.Ｃｏで毎月話し合い介護や保育などの
問題を議会に提案している。

5
横浜市
都筑区

食事サービス れもんばーむ なし

6
横浜市
瀬谷区

家事介護 たすけあいせや なし

7
横浜市
戸塚区

家事介護 たすけあい戸塚 有
ボランティアと
の連携

・居場所の講師（麻雀・編み物・折り紙・子育てサロン)をスキルのある
地域住民によるボランティアが担っている。
・W.CoのOGが１名スタッフとして登録し参加している。

居場所
総合事業
その他

・市民の意向を聞き取る手段としてパブリックコメントがあるが、中々周知されていないの
で、工夫が必要と思われる。どれだけの意見が寄せられているか知りたい。
・横浜市産前産後ケア事業を受諾しているが、この制度が始まった平成１７年１０月より報
酬が全く変わらない。（２時間で4,850円）　最低賃金も上がっており、少子化も進んでいる
ため、この制度の位置づけを高め、充実させてほしい。
・ふれあい広場よつばは、区社協のふれあい助成金のみ受けている。地域住民の介護予
防の視点からも継続的に運営できるように、何らかの支援を求めたい。
・総合事業のサービスAに従事できる「横浜市訪問型生活援助サービス」のヘルパー研修
を横浜市で主催して実施してほしい。現行の事業者任せでは福祉のすそ野は広がらない
し、人材育成まで手が回らない。
・育児支援は困難事例が多く、キャンセルも多いが、産前産後ケアと同様に報酬も変わら
ないため、事業者の意思表示として事業から撤退した。事業者として連絡会などの場で自
治体に意見を出すが、政策提案活動は単体W.Coだけではできないので、ユニットとエリア
連携協議会と一緒に行っている。

8
横浜市
戸塚区

デイサービス まいそる 有
ボランティアと
の連携

地域の中で助け合い、支え合う関係を作るためにコミオプ福祉事業を２
００９年より始めた。その後コミオプ福祉事業を花りんの実と名付けて地
域に広めた。デイサービスのボランティアとして関わる方にも呼びかけ
て参加を得ている。最近はケアマネジャーからの依頼が多くあり、コミ
オプスタッフの充実が必要なので地域の運動グループと連携すること
が求められる。

しかし、様々な生活支援のシステムが地域のなかで誕生することで利
用する側にとって戸惑いが生じるのではないかという懸念がある。一
括した窓口の必要性も感じる。

在宅福祉
居場所
その他

〇政策提案
・高齢者福祉政策に関して、横浜ｴﾘｱ連携会議と横浜ユニットで、以下の3点を提案した。

・訪問介護やデイサービス、移動サービス･食事サービス等自宅生活を支えるサービスの
充実
・現在の団塊の世代が75歳以上になる年2025年度には介護職員が約253万人必要。それ
に対し供給の見込みは約215万人。およそ38万人の介護職員が不足する見込み。介護の
担い手を広げるための安定的な報酬体系が必要ではないか。
・独居単身世帯（一人暮らし）が増加しており、今後も増えていくことが予想されている。一
人暮らし高齢者のグループ活動への自主的な参加状況は、内閣府の調査によると、1993
年以降増加傾向にあり、2013年には、60歳以上の人の61％が何らかのグループ活動に参
加したことがある結果となっている。 グループ活動の参加が増えていることは良いことで、
身近に世代を超えた交流の場が求められている。空家や空き店舗を活用し、共同の住まい
や多世代交流の場づくりが必要ではないか。
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自治体名 事業部門 W.Co名
連携の

有無 連携の種類 具体的活動内容 提案内容の分類 提案内容

9
横浜市
栄区

家事介護 たすけあい栄 有 会議連携

社協のボランティア・福祉活動団体分科会に所属し、事業所のＰＲと区
内のボランティアグループの活動内容の把握を行っている。会合や区
の催しに合同参加して連携を強めている。他のグループの活動を知る
ことで、地域に必要とされている福祉サービスの実態を知る手掛かりと
なっている。

10
横浜市
磯子区

保育
ハッピーママプロ
ジェクト親と子のひろ
ばだっこ

なし
保育
学童

・要望が多くある保育園の設置拡大、乳幼児の一時預かり事業、一時保育ができる場所の
拡大が必要。
・放課後のキッズクラブ、学童クラブの充実を希望する。

11
横浜市
磯子区

家事介護 たすけあい磯子 有 会議連携
3ヶ月に1回磯子区市民参加型メンバーと会議にて情報交換。生活支
援コーディネーターに自主事業の資料を利用してもらう。

12 川崎市 保育 キャンディ 有
居場所開催
ボランティア

かわさき生活クラブ生協組合員と「親と子のふれあい広場」を月2回開
催している。
独自でこども食堂を月2回行っているが、町内会に交渉し、掲示板にこ
ども食堂の開催日のお知らせ掲示の協力を得ている。地域の人、生活
クラブの組合員等から食材提供やボランティアの申し出があり、共に
「場」づくりをしている。

在宅福祉
総合事業
居場所
保育その他

高津・宮前ユニット会議で市に提案している
市民活動事業・（ぽち）川崎でも市に提案している

〇予算要望
　・生活支援サービスの豊富化
　　食事：ケアマネへの情報提供促進と地域包括の支援プランへの組入れ促し
　　移動：地域に合った福祉有償運送のあり方を含めた交通施策
　・介護予防・日常生活支援総合事業
　　スーパー基準緩和型サービス（サービスＢ）の広報
　　利用者の選択肢を増やすため、地域資源の活用や非営利市民事業者の
　　育成
　・多世代が集える居場所づくりへの補助やコーディネート
　・重介護度・医療依存度の高い要介護者への支援
　・子育て支援の拡充
　　　医療との連携強化、産前・産後家庭支援ヘルパー派遣事業の充実、
　　　新たな認可外施設を活用した「乳幼児一時預かり事業」の実施、
　　　放課後の子供の居場所の拡充
　・障害者施策の充実
　　　発達障害に対する施策及び障害福祉サービス提供の明文化等

13 川崎市 デイサービス メロディー 有 会議連携

川崎では、運動グループが一堂に会す3つのエリアに分けて開催して
いるユニット会議があり、連携してさまざまな活動を行っている。3ユニッ
トをつなぐ連絡会もあり、川崎市総体として、政策提言を行っている。同
様に、市内の複数のW.Coが参加する市民福祉事業センター・かわさき
でも予算要望を行っている。
通所と訪問については、幸区内の事業所の連絡会で、課題の共有や
研修等に参加している。
メロディーでは、居場所づくりを方針化しており、地域の組合員・民生委
員・地域包括支援センター職員・NPO法人等で協議テーブルを持ち、
話し合いの場としている。

総合事業

川崎市の介護予防日常生活総合事業に関して、訪問型通所型とも、実施する事業所が拡
がっていない。さらに、介護予防サービスをやらない事業所もあり、地域包括支援センター
では要支援者の利用先を探すのに苦慮する場合もある。要支援者が介護を予防するため
のサービスが利用できずに、重症化してしまう可能性も考えられる。多様な生活支援の
ニーズに対応するために、多様なサービスを提供する総合事業であるはずが、本末転倒し
ている。

14 川崎市 家事介護 くるみ 有 会議連携
市民福祉事業センターかわさき、北ユニット会議、多摩区訪問介護事
業所連絡会、介護保険をよくする会などに参画し、情報共有や予算要
望、政策提案、研修企画(運営）などを行っている。

15 川崎市 保育 ゆいゆい 有 会議連携
リハビリ運営会議に参画して、情報共有やイベントなどへの協力を行っ
ている。２０１８年度からは南部ユニット会議に加入して活動していく。

問題点はあるが、現在は提案するまでにはまとまっていない。今後は南部ユニット等を通し
て提案していきたい。

16 相模原市 家事介護 はっぴー なし 総合事業
大手の介護事業所は総合事業についてはサービス提供をしないところが多い。法令では
介護サービス事業者が正当な理由なくサービス提供を拒んではならないとする提供拒否
の禁止規定が設けられており、行政としてこれにどのように対処していくのか問いたい。

17 厚木市 移動 キャリージョイ 有
ボランティアの
受け入れ

地域の方・知人にお楽しみ企画のボランティアをお願いしている。
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事業部門 W.Co名
連携の

有無
連携の種類 具体的活動内容 提案内容の分類 提案内容

保育 くれよん 有 会議連携
市内の運動グループで各月集まり「豊かな地域福祉」について意見交
換。運動グループで政策提案などを行ってきた。

保育
さくらの森・
親子サポートネット

有
会議連携
ボランティアと
の連携

コミュニティ・オプティマム福祉地域協議会大和としてゆるやかに連携
し、年に1回大和市に政策提案をしている。
法人で取り組んでいる「わにわに食堂（こども食堂）」には、運動グルー
プ外のボランティア参加もある。

保育
認可保育園や子育て支援施設（親子のひろば・乳幼児一時預かり・産前産後支援等々）の
運営に関する補助金・助成金の自治体間格差

食事サービス ビビット なし

保育 ポケット 有 居場所開催

コミオプに参加しているワーコレ有志で「居場所を考える会」を立ち上
げ、数回、食事提供の場(有料)を開催している。　　名称：みんなでご
はん

毎年、「コミオプ会議」として、海老名市に予算提案書を提出している。

家事介護 あい なし

家事介護 こだま 有

以前は政策提案活動をしていたが、近年は行っていない。2018年度か
ら総合事業の訪問Ｂのモデル事業を行うため直接市に意見を出した
り、サービス検討会で意見を出したりしている。
サロンのお弁当は、福祉クラブキッチンかまくらのお弁当を利用してい
る。

在宅福祉

自治体の配食サービスは美味しくないと断る人が多いが、W.Coのお弁当は美味しく安全だ
が高価格で現実的ではない。在宅を支えるには「食」は重要な要素だが、ヘルパーは短時
間で準備しなくてはならず、栄養の偏りも避けられない。具他的な提案が浮かばないが、
何とかしなくてはならないことだと思っている。
・エリアにはW.Coの配食サービスがないため、サロンの時には福祉クラブ（きっちん鎌倉）に
お弁当を依頼するが、値段の折り合いが難しい。

保育 キッズポケット 有

ボランティアと
の連携
業務委託連
携

以前、学童保育を行っているW.Co団体からの依頼を受けて、学校から
学童保育への児童の送迎を1年間行ったことがある。
週1回開催の子育て親子が集う「ひろば事業」では、同じ市内のＮＰＯ
法人団体へ業務委託を６年ほど前から行っている。また、他に元メン
バーのボランティアも当日の担当で参加してもらっている。

保育

自主事業で「派遣型」と「保育室型」の乳幼児一時預かりをしている。一時保育は制度化さ
れても受け皿が足りず、制度外で活動している当団体への早朝・夜間・休日・病後児の依
頼はとても多い。そうした利用者の経済的負担の軽減のために公的な支援が必要と考え
る。

保育 ゴジママ 有
会議連携
活動連携

「ユニット」のメンバーとして、他の運動グループやコモンズと一緒に学
習会の開催や市民政策提案の提出を毎年行っている。今年度は、地
域にある障害者の生活介護施設「茜洋舎」のイベントに協力予定があ
る。

デイサービス ＴＯＭＯ 有 会議連携

平塚市内のW.Coでつくっているまちづくりユニットひらつか会議での活
動に参加している。湘南生活クラブ生協（コモンズひらつか、西海岸デ
ポー、デポットひらつかブランチ）、神奈川ネット・平塚、W.Co笑顔（訪
問）、WE２１ジャパンひらつか、W.Coきしゃポッポ、W.Coういず、W.Coか
めさん、W.COごちそうさまの１１団体が参加。ユニットまつり、平塚市へ
の予算要望、市長との意見交換会、学習会等を行っている。
→2017年度は、年度内の開催は難しく市長との懇談は見送り。地域支
援事業の学習会を行い、予算要望に活かした。

高齢者福祉
その他

介護予防・日常生活支援総合事業が始まったことで、介護予防に至るまでの方の行き先
が無くなってしまったということが　無いのか？もちろん地域のサロンなど自治体で行ってい
るサービスもあります。ですがその場に出ていかれない人がいるのではないかと思う現状
もみられるため、果たして今自治体で行っているA類型サービスなどきちんと機能している
自治体はどのくらい　あるのか？など思いますが・・・

〇2017度予算要望
・高齢者や障害者も楽しむことができる環境整備と市民の声が反映される公園づくり
・家族介護の負担を軽減し、必要な人に必要なサービスが提供される仕組みづくりと質の
確保　→平塚市としての研修体制の整備

家事介護 笑顔 なし
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団
体
CD

小分
類

事業
分類Ｃ
Ｄ

事業分
類

施設名（事業
所名）

拠点名
事業
主体
法人

事業
主体

運営
主体
法人

運営主体（委託
W.Co含む）

設立
年

行政
区名

行政
区CD

〒 住所 TEL FAX

定員
（特
養、
ｼｮｰﾄ、
通所な

開所
日数
（通所
系事
業）

利用
者登
録人
数（3
月末）

年間利
用者延
人数

年間活
動時間
(訪問
系）

配食
（独
自・行
政委
託）の

その他
(デイ・
施設）
の食数

総食
数（食
事系）

福祉
有償
運送
件数

事業高(公費
補助）

事業高(公
費補助外・
自主事業
など）

合計事業高

運営
主体メ
ンバー
数（重
複含

その内
の常
勤者
数（3
月末

備考（居
場所・た
まり場等
の情報は
記載）

1 子育て 3112
一時預
かり

保育室ぽかぽ
か

茅ヶ崎子育て
協同センター

生協
生活ク
ラブ

NPO
W.Coたんぽぽひろ
ば

茅ヶ崎
市

31 253-0041茅ヶ崎市茅ヶ崎234-1茅ヶ崎たすけあいひろば「ぽかぽか」2F0467-55-20320467-55-2032 244 0 1238
保育で計
上

1 子育て 3111
保育・子
育て支援

ぽかぽか保育
園

茅ヶ崎子育て
協同センター

生協
生活ク
ラブ

NPO
W.Coたんぽぽひろ
ば

茅ヶ崎
市

31
253-
0041

茅ヶ崎
市茅ヶ
崎

0467-
55-
2032

0467-
55-
2032

30 244 30 5203 70,745,000 70,745,000 27 5

1
居宅
サービ
ス

2112
通所介
護

生活リハビリク
ラブ鴨居

生活リハビリク
ラブ鴨居

生協
生活ク
ラブ

W.Co
ﾜｰｶｰｽﾞ・ｺﾚｸﾃｨﾌﾞ
ひまわり

横浜
市緑
区

12
226-
0004

横浜
市緑
区鴨

045-
932-
0740

045-
929-
3803

15 310 34 3839 44,105,000 44,105,000 44 1

1
居宅
サービ
ス

2112
通所介
護

生活リハビリク
ラブ麻生

生活リハビリク
ラブ麻生

生協
生活ク
ラブ

W.Co
ﾜｶｰｽﾞ・ｺﾚｸﾃｨﾌﾞこ
もれび

川崎
市麻
生区

25
215-
0012

川崎
市麻
生区

044-
954-
8123

044-
954-
8123

25 310 81 6967 69,643,000 69,643,000 39 2 食事は
NPOW.C

1
居宅
サービ
ス

2112
通所介
護

生活リハビリク
ラブ幸

生活リハビリク
ラブ幸

生協
生活ク
ラブ

NPO
NPO法人ﾜｰｶｰｽﾞ・
ｺﾚｸﾃｨﾌﾞメロディー

川崎
市幸
区

20
212-
0005

川崎
市幸
区南

044-
556-
1122

044-
556-
1121

15 310 39 4152 46,261,000 46,261,000 30 1

1
居宅
サービ
ス

2112
通所介
護

生活リハビリク
ラブ葉山

生活リハビリク
ラブ葉山

生協
生活ク
ラブ

NPO
NPO法人ﾜｰｶｰｽﾞｺ
ﾚｸﾃｨﾌﾞのぞみ

葉山
町

43
240-
0111

三浦
郡葉
山町
一色

046-
876-
0236

046-
876-
0314

24 310 43 3541 30,370,000 30,370,000 33 2

1
居宅
サービ
ス

2112
通所介
護

生活リハビリク
ラブ茅ヶ崎

生活リハビリク
ラブ茅ヶ崎

生協
生活ク
ラブ

W.Co W.Coのびのび
茅ヶ崎
市

31
253-
0041

茅ヶ崎
市茅ヶ
崎
234-1

0467-
55-
1716

0467-
55-
1772

30 310 78 7798 68,010,000 68,010,000 28 2

食事は
NPOW.C
oほっぺ
に委託

1
居宅
サービ
ス

2112
通所介
護

生活リハビリク
ラブ橋本

生活リハビリク
ラブ橋本

生協
生活ク
ラブ

W.Co W.Coむすびって
相模
原市

33
251-
0132

相模
原市
緑区

042-
703-
1951

042-
703-
1952

18 310 27 2388 24,471,000 24,471,000 20 1

1
居宅
介護

2131
居宅介
護支援

生活リハビリク
ラブ鴨居

生活リハビリク
ラブ鴨居

生協
生活ク
ラブ

W.Co
ﾜｰｶｰｽﾞ・ｺﾚｸﾃｨﾌﾞ
ひまわり

横浜
市緑

12
226-
0004

横浜
市緑

045-
932-

045-
929-

30 377 3,751,000 3,751,000 2 1

1
居宅
介護

2131
居宅介
護支援

生活リハビリク
ラブ麻生

生活リハビリク
ラブ麻生

生協
生活ク
ラブ

W.Co
ﾜｶｰｽﾞ・ｺﾚｸﾃｨﾌﾞこ
もれび

川崎
市麻

25
215-
0012

川崎
市麻

044-
953-

044-
953-

139 1724 18,137,000 18,137,000 4 2

1
居宅
介護
支援

2131
居宅介
護支援

生活リハビリク
ラブ幸

生活リハビリク
ラブ幸

生協
生活ク
ラブ

NPO
NPO法人ﾜｰｶｰｽﾞ・
ｺﾚｸﾃｨﾌﾞメロディー

川崎
市幸
区

20
212-
0005

川崎
市幸
区南

044-
556-
1153

044-
556-
1121

117 1470 17,471,000 17,471,000 4 2

1
居宅
介護
支援

2131
居宅介
護支援

生活リハビリク
ラブ葉山

生活リハビリク
ラブ葉山

生協
生活ク
ラブ

NPO
NPO法人ﾜｰｶｰｽﾞｺ
ﾚｸﾃｨﾌﾞのぞみ

葉山
町

43
240-
0111

三浦
郡葉
山町

046-
876-
0234

046-
876-
0314

63 821 9,852,000 9,852,000 3 1

1
居宅
介護
支援

2131
居宅介
護支援

生活リハビリク
ラブ茅ヶ崎

生活リハビリク
ラブ茅ヶ崎

生協
生活ク
ラブ

W.Co W.Coのびのび
茅ヶ崎
市

31
253-
0041

茅ヶ崎
市茅ヶ
崎

0467-
54-
0089

0467-
55-
1772

78 915 9,517,000 9,517,000 2 1

1
居宅
介護
支援

2131
居宅介
護支援

生活リハビリク
ラブ橋本

生活リハビリク
ラブ橋本

生協
生活ク
ラブ

W.Co W.Coむすびって
相模
原市

33
251-
0132

相模
原市
緑区

042-
703-
1951

042-
703-
1952

29 255 1,936,000 1,936,000 3 1

1
障害
福祉
サービ

2311
障害居
宅介護

生活リハビリク
ラブ麻生

生活リハビリク
ラブ麻生

生協
生活ク
ラブ

W.Co
ﾜｶｰｽﾞ・ｺﾚｸﾃｨﾌﾞこ
もれび

川崎
市麻
生区

25
215-
0012

川崎
市麻
生区

044-
953-
8487

044-
953-
8485

0 5 17.5
訪問介護
で計上

1
障害
福祉
サービ

2311
障害居
宅介護

生活リハビリク
ラブ幸

生活リハビリク
ラブ幸

生協
生活ク
ラブ

W.Co
NPO法人ﾜｰｶｰｽﾞ・
ｺﾚｸﾃｨﾌﾞメロディー

川崎
市幸
区

20
212-
0005

川崎
市幸
区南

044-
556-
1122

044-
556-
1121

2 13 56
訪問介護
で計上

1
障害
福祉
サービ

2311
障害居
宅介護

生活リハビリク
ラブ葉山

生活リハビリク
ラブ葉山

生協
生活ク
ラブ

NPO
NPO法人ﾜｰｶｰｽﾞｺ
ﾚｸﾃｨﾌﾞりあん

葉山
町

43
240-
0111

三浦
郡葉
山町

046-
876-
0234

046-
876-
0314

4 54 257.6
訪問介護
で計上

1
地域
密着

2145
小規模
多機能

生活リハビリク
ラブ葉山

生活リハビリク
ラブ葉山

生協
生活ク
ラブ

W.Co W.Coりあん
葉山
町

43
240-
0111

29 3 89 22,189,000 22,189,000 34 1

1
地域
支援
事業

2151
地域包
括支援セ
ンター

百合丘地域包
括支援セン
ター

百合丘地域包
括支援セン
ター

生協
生活ク
ラブ

生協 生活クラブ
川崎
市麻
生区

25
215-
0012

川崎
市麻
生区

044-
959-
6522

044-
953-
8485

310 244 2777 39,601,000 39,601,000 5 4

1
居宅
サービ
ス

2111
訪問介
護

生活リハビリク
ラブ麻生

生活リハビリク
ラブ麻生

生協
生活ク
ラブ

W.Co
ﾜｶｰｽﾞ・ｺﾚｸﾃｨﾌﾞこ
もれび

川崎
市麻
生区

25
215-
0012

川崎
市麻
生区
東百

044-
959-
6492

044-
953-
8485

72 3231.7 18,996,000 18,996,000 17 1

1
居宅
サービ
ス

2111
訪問介
護

生活リハビリク
ラブ幸

生活リハビリク
ラブ幸

生協
生活ク
ラブ

NPO
NPO法人ﾜｰｶｰｽﾞ・
ｺﾚｸﾃｨﾌﾞメロディー

川崎
市幸
区

20
212-
0005

川崎
市幸
区南
幸町

044-
556-
1153

044-
556-
1121

61 4037.7 18,719,000 18,719,000 10 2

1
居宅
サービ
ス

2111
訪問介
護

生活リハビリク
ラブ葉山

生活リハビリク
ラブ葉山

生協
生活ク
ラブ

NPO
NPO法人ﾜｰｶｰｽﾞｺ
ﾚｸﾃｨﾌﾞのぞみ

葉山
町

43
240-
0111

三浦
郡葉
山町
一色

046-
876-
0234

046-
876-
0314

60 4502.3 20,730,000 20,730,000 24 2

1
居宅
サービ
ス

2111
訪問介
護

生活リハビリク
ラブ茅ヶ崎

生活リハビリク
ラブ茅ヶ崎

生協
生活ク
ラブ

W.Co W.Coのびのび
茅ヶ崎
市

31
253-
0041

茅ヶ崎
市茅ヶ
崎
234-1

0467-
54-
0411

0467-
55-
1772

50 3064.2 18,308,000 18,308,000 11 1

2017 年度福祉事業実績集約表 

 

5
0
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総合事業に関する調査票 　　　　　送付先：参加型福祉研究ｾﾝﾀｰ        　送付締め切り：7月末日

　　　　　Ｅ-mail：sanka-fukushi@systemken.org

2018年6月時点の、総合事業に関する調査にご協力下さい。

１） 自治体の実施の有無には、位置づけていない、検討中などもご記入下さい。

２） 自組織の実施状況については、現時点での実施有（申請済み）、実施していない、検討中などお書きください。

３） 運営方法は、介護保険同様、W.Coメンバーがボランティアで、地域と一緒にボランティア組織を立ち上げている等お書きください。

また、その他事業や一般介護予防事業では、,行っている内容もご記入下さい。

４） 総合事業を進めるにあたっての課題には、訪問型及び通所型サービスそれぞれに課題と思っていることをお書き下さい。

自治体名　　 組織名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記入者　　　　　　　　　　　　連絡先(☎）　　　　　　　　

自治体実施の
有無等

自組織の実施状況
登録利用者

／月
運営方法

総合事業を進めるにあ
たっての課題

訪問介護
（現行相当）

サービスＡ
（緩和型）

サービスＢ
（住民主体型）

サービスＤ
（移動支援）

通所介護
（現行相当）

サービスＡ
（緩和型）

サービスＢ
（住民主体型）

栄養改善

住民ボランティア
等が行う見守り

自立支援に資す
る生活支援

*1　一般介護予防の取組みは、自治体によって個別の名称がついている場合があります。各自治体の名称でご記入下さい。

   尚、通いの場事業は、一般介護予防事業の一つ（地域介護予防活動支援事業）です。県内では別紙(資料-2）のように実施されています。

一般介護予防で取組
んでいること（*１）

訪
問
型
サ
ー

ビ
ス

通
所
型
サ
ー

ビ
ス

そ
の
他
生
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
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２０１7年度居場所・たまり場調査票
送付先：W.Co連合会　事務局　山田純子/勝占恵子　　　　送付締め切り：６月15日(金）

　

　Ｅ－ｍａｉｌ：hukusi2@wco-kanagawa.gr.jp/kurashi@wco-kanagawa.gr.jp

＊記入の前にお読みください。(2018年3月末時点の状況をお書きください。）

●昨年お送り頂いたデータの更新をお願いします。新たに始めたものは加え、前回実施していたものを取り止めた場合は斜線を引いて下さい。

・いわゆる「居場所・たまり場」だけではなく、貴W.Coが行っている会食会や子育て関連の親子の集い等も含めて実施していることについてお書きください。

・「居場所・たまり場」等を全く実施していない場合は、実施無しに〇を印、団体名、記入者名、連絡先のみお書きになり、送付してください。

・類型、対象者、実施場所の状況、参加スタッフのワーク代、開催頻度、参加費、スタッフの関わり方の欄は、○をつけて下さい。

・事業情報については、以下のようにお書きください。(2017年度の実績をお書きください。）

○補助金・助成金：例えば親と子の集いのひろば事業は補助金です。どこからいくら、〇〇事業とお書きください。

○委託事業：どこからの委託で、いくらかお書きください。事業名がある場合は入れてください。

○自主事業：補助金や助成金を受けず、参加費等だけで行っている場合の収入概算金額。

○年間経費：家賃、光熱費、人件費含む支出概算金額　

実施の有無　　　実施有　・　実施無し

団体名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　記入者名（　　　　　　　　　　　　　　　　　） 連絡先☎（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

運営主体
（共同実施の場合は

相手も）

名称

類型

１　子育て支援(親子）
２　会食(子ども食堂、会食会）
３　学習支援(教育）
４　交流
５　認知症サポート
６　その他
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　子育て支援(親子）
２　会食(子ども食堂、会食会）
３　学習支援(教育）
４　交流
５　認知症サポート
６　その他
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　子育て支援(親子）
２　会食(子ども食堂、会食会）
３　学習支援(教育）
４　交流
５　認知症サポート
６　その他
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

対象者

１　子ども(親子）
２　小中高校生
３　高齢者
４　生活困窮者
５　誰でも
６　その他
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　子ども(親子）
２　小中高校生
３　高齢者
４　生活困窮者
５　誰でも
６　その他
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　子ども(親子）
２　小中高校生
３　高齢者
４　生活困窮者
５　誰でも
６　その他
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

運営メンバー
（組織や個人なら役

割等）

実施場所
（住所）

実施場所の状
況

１　自前の会場（事務所等）
２　貸し会場(有料）
（具体的　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
３　その他
（具体的　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　自前の会場（事務所等）
２　貸し会場(有料）
（具体的　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
３　その他
（具体的　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　自前の会場（事務所等）
２　貸し会場(有料）
（具体的　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
３　その他
（具体的　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

①補助金・助成
金(円）

②委託事業(円）

③自主事業(円）

①～③合計(円）

年間経費
(概算）

開催頻度

１　年数回程度
２　月1回程
３　週1回程度
４　それ以上
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　年数回程度
２　月1回程
３　週1回程度
４　それ以上
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　年数回程度
２　月1回程
３　週1回程度
４　それ以上
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

参加費
１　無料
２　有料
(具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　無料
２　有料
(具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　無料
２　有料
(具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　）

スタッフの関わ
り方

１　全員が交代で
２　特定のメンバー
３　リーダー層
４　その他
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　全員が交代で
２　特定のメンバー
３　リーダー層
４　その他
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　全員が交代で
２　特定のメンバー
３　リーダー層
４　その他
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

参加スタッフの
ワーク代

１　あり
（具体的：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
２．なし

１　あり
具体的：
２．なし

１　あり
具体的：
２．なし

実施内容
（具体的に）

*更新時の修正・変更は赤字にして下さい。お願いいたします。

基
本
情
報

運
営
情
報

事
業
情
報
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コミ･オプ事業に関する調査票 送付先：参加型福祉研究ｾﾝﾀｰ        　送付締め切り：7月末日

Ｅ-mail：sanka-fukushi@systemken.org

コミ･オプ事業に関して、現在の状況や政策提案についての考えをお聞かせ下さい。

1)コミ･オプを拡げていくためには、地域内での他の団体や人々との連携が必要になると思います。その実態について教えて下さい。

2)コミ･オプを推進するために検討していることや解決したいと考えている課題があったら教えて下さい。

　日々の事業から見えていることが大事だと思いますので、ぜひご記入下さい。

自治体名　　 組織名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記入者　　　　　　　　　　　　連絡先(☎）　　　　　　　　

＊別紙コミ・オプ事業に関する調査の補足説明を添付致しますので、ご一読下さい。

上記で「有」と答えた場合、どのようなことをしているのか具体的にお書き下さい。

②日常の事業を通じて、行政や議会に、他W.Co等と一緒に提案して行きたいと考えていることがあったらお書き下さい。

＜例＞孤立防止･介護予防のためにも外出支援が必要なので、運営協議会のあり方を見直す必要があるのではないか。
　　　　自治体の配食サービスの縮小がすすんでいるが、高齢者や弱者の”食”の確保の対策が必要ではないか。
        利用したくでも利用できない人が多いので、乳幼児一時預かり事業・一時保育の受け皿の拡大と制度の充実が必要ではないか。

有　　　　・　　　　無し
①地域の運動グループをはじめ、ボランティア等との連携の有無について教
えて下さい。
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横浜市に対する市民政策提案 
 

2017年 6月 

横浜エリア連携協議会 

横浜ユニット連絡会 

 

はじめに 

  

私たちの暮らしは、高齢に伴う障害による日常生活を送ることの困難、事故や病気など様々なこ

とが起きることで、生活困窮に陥ったり、普段からつながりを持てず、誰にも助けてもらえないな

どの不安を感じているひとは多いと思います。そして、格差拡大・貧困、若者の引きこもりなど社

会問題が山積しています。又、更なる子育て支援も急務です。 

 これらの課題解決に向けては、市民や行政が連携して対応することが必要とされています。ひと

り一人が大切にされ、安心して生活できるためにあるのが身近な自治体で、その地域の特性にあっ

たサポートができることこそが大事だと考えます。私たち市民の生活は高齢者介護か子育て支援か、

生活困窮者の支援かなどと線引きするのではなく、皆地域の中で暮らし繋がっています。地域で安

心して働き暮らすためには、市民による非営利・協同セクターをもっと広げ公助と共助のバランス

良い仕組みを作り、日々暮らす市民のニーズに耳を傾け、互いに前進していく事が豊かな地域社会

を作ることになります。 

 

又、環境・エネルギーの問題は、市民生活の基盤です。東日本大震災から 6 年、福島第１原発事

故がもたらした深刻な状況から、原発に頼らない自然エネルギーをすすめ、持続可能な社会づくり

を進めることこそ、私たち大人の未来を担う子どもたちへの責任と痛感しました。 

 

 横浜市に住んで良かった、横浜市に是非住みたいと思えるように、市民の立場から、課題の解決

に向けて政策提案をいたします。超少子高齢社会に向けて、市民の声を取り入れ現状の改善に繋が

るより良い制度や環境づくりを進められることを要望します。 

 

 

Ⅰ. 年をとっても、安心して住み暮らせる横浜に〜高齢者福祉施策への提案 

 〜必要な人に必要なサービスが届くように〜 

 

 介護保険制度は、介護が必要になったときに支給される保険サービスです。４０歳以上６５歳未

満の第２号被保険者は、介護サービスの費用を負担していますが、自分たちが介護が必要になった

時にこの介護保険制度で安心できるか大いに不安を抱いています。度重なる改定で「どういうリス

クに対する保険制度なのか」が、どんどん曖昧になってきているからです。軽度者への支援は、介

6/28 参加型システム研究所運営協議会資料より 
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護保険制度から外され、地方自治体へ移されつつあります。また、介護の担い手不足は深刻です。 

 2016 年 10月から始まった「横浜市訪問型生活援助サービス」（総合事業）は、資格がなくても必

要な研修を受ければ、ヘルパーとして生活援助ができますが、どれだけ人材が確保できるのか全く

未知数です。足りない場合は有資格者がサービスを提供せざるを得ない状況になるでしょう。横浜

市は「訪問型生活援助サービス」の報酬を通常の給付サービスの 90％とし、処遇改善加算もありま

せん。事業所にとっては人材確保の面でも収入の面でも厳しい選択になります。 

現役世代からは「総合事業ってよく分からない」「自分たちは将来介護保険を使えるのだろうか？」

「寝たきりの重度にならないと介護保険は使えないかも？」といった不安の声を聞きます。利用者

のサービスの選択肢を狭めない事はもとより、市民が分かりやすくいざという時に安心して使える

介護保険制度でなければなりません。同時に、横浜市としての高齢者福祉政策の充実も求められて

います。 

 

【提案】 

１．訪問介護やデイサービス、移動サービス・食事サービスなど在宅生活を支えるサービスの充実 

２．介護の担い手を広げるための安定的な報酬体系 

３．空家や空き店舗を活用し、共同の住まいや多世代交流の場づくり 

 

Ⅱ．産前からの切れ目のない支援を～子ども・子育て支援施策への提案 

 待機児童数、保留児童数の中には様々な要件・理由での保育ニーズがあり、これらは認可保育園

だけではなく、「一時保育」やその他の子育て支援施策の充実によって受け止めができます。横浜市

では、この一時預かりに力を入れ独自に「乳幼児一時預かり事業」によって多くのニーズを受け止

めてきたことは評価できることですが、一方で、まだまだ受け皿が不足している現状があります。 

産前産後支援や広場、一時預かり事業など産前・産後の切れ目のない支援に、一層力を注ぐこと

が必要と考え、提案します。 

 

【提案】～子どもたちが健やかに成長できる横浜市に～ 

１．孤独な子育てにしない対策を望みます。 

１）妊娠から産後まで途切れのない支援の充実を！ 

   産前産後ケア事業は重要な制度ですので、今後も制度を継続し、活用が広がるように引き続

き情報を発信してください。 

２）母親に対しての精神的な支えが必要ですので、サポートの充実を望みます。産後、個別訪問

をする回数を増やすなどをして相談・ケアをする仕組みを整えてください。 

３）産前産後支援ヘルパー派遣事業、育児支援ヘルパー・養育支援ヘルパー・ひとり親支援ヘル

パーなどの事業の検証と充実に向けた取り組みをすすめてください。 

 

２．横浜のどこでも一時保育をもっと展開しよう！ 

 １）乳幼児一時預かり事業、一時保育の受け皿の拡大と制度の充実を！ 

一時預かりを利用したくても、施設が近くになく利用できない人がいます。また、子育て中

の女性達が望む働き方は多様です。 
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例えば、週３～４日働く人の定期利用がある施設に、定期利用でなく一時預かりを利用する

には、月初に集中した申し込みやキャンセル待ちの状況です。まだまだ受け皿が足りないの

で、一時預かりの受け皿を拡充してください。 

 

３.子どもたちの健康を守るために、食に配慮を。 

１）保育所・小学校、中学校のハマ弁は、食品添加物、遺伝子組換え食品、放射能などを排除し、安心

して食べられる食材で提供してください。 

また、中学校のハマ弁は、１月時点で 0.9%と非常に低い喫食率です。その原因をしっかり究明し、お昼

の用意が困難な家庭に対する支援となるよう見直してください。 

 

 

Ⅲ．希望を持って働ける「ワーク・ライフバランス社会へ」 

 

働きたいのに働けない、過酷な条件で働き続けられない、家族・家庭の状況や健康上の問題で今すぐ働

くことは難しいなど、「働く（こと）」をめぐってたくさんの課題が聞かれます。困難を抱えた人たちと

共に働く・暮らすことを可能にする仕組むが必要です。 

 

【提案】 

困難を抱えた人たちの就労（実習・訓練含む）を受け入れる企業や NPO を応援する仕組みを整えて下

さい。 

 

 

Ⅳ．環境・エネルギーの提案 

東日本大震災は、エネルギー問題や、環境の課題、そして私たちの暮らし方をも考え直す機会となり

ました。その後も自然災害は多発しており、温暖化による気候変動は、この横浜においても喫緊の課

題です。持続可能な社会に向けて、また、いつ起こるかわからない災害に備え、エネルギー政策は、

地域で自給してゆく分散型を目指し、自然エネルギーのさらなる普及を進めることを提案します。 

【提案】 

省エネと自然エネルギーの普及をすすめる。 

また、地域の自然エネルギーの創出にも取り組んでください。 
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